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調査対象地域地図 

 

  

フィジー共和国 ソロモン諸島国 

出所：外務省ホームページ 
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調査風景（フィジー） 

 

国家災害管理局 

 

バ地区事務所 

C/P へのインタビュー調査 バ川沿いの自記式雨量計・水位計 

ナワンガルア村での避難訓練 

 

JCC の様子 
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調査風景（ソロモン諸島） 

 

国家災害管理局 

 

タンボコ村避難訓練の様子 1 

タンボコ村避難訓練の様子 2 設置された簡易水位計 

 
自記式水位計（水位測定部分） 

JCC の様子 
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略 語 表 

略語 英語名称 日本語名称 

C/P Counterpart カウンターパート 

FMS Fiji Meteorological Service フィジー気象局 

MM Man Month 人月（人数×時間（月）） 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 

NDMO National Disaster Management Office 国家災害管理局 

PCM Project Cycle Management プロジェクトサイクルマネジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリックス 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

TF Task Force タスクフォース 

WAF Water Authority of Fiji フィジー水公社 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 
国名： フィジー共和国、 
 ソロモン諸島国 

案件名：大洋州地域コミュニティ防災能力強化プロジェクト

分野：防災分野 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部 協力金額（中間レビュー時点）： 3.3 億円 
協力期間 2010 年 10 月-2013 年 9 月 先方関係機関：国家災害管理局（NDMO）他 

（3 年 0 カ月間） 日本側協力機関： 
1-1 協力の背景と概要 
大洋州地域は、地理的・地勢的要因により、台風、地震・津波、火山噴火などの自然災害に対し

て脆弱で、気候変動に起因すると考えられる海面上昇や異常気象の影響を受け易い環境にある。ま

た、国土が拡散している国が多く、島内の都市・村落間だけでなく本島と離島群を結ぶ運輸・情報

通信体制が不十分なため、気象・地震・津波等の災害情報が住民まで迅速かつ的確に伝達されず、

災害時緊急援助も行き届きにくいという状況にあるため、コミュニティレベルでの災害対策への関

心、ニーズが高まっている。 
フィジー国は、300 以上の島からなる面積 18,300km2、人口約 84 万人の島嶼国であり、毎年のよ

うにサイクロン等に伴う集中豪雨による洪水に見舞われている。特に 2009 年 1 月の豪雨は、同国

ビチレブ島西部地域のナンディ川、バ川、シンガトカ川などの大河川を氾濫させ、ナンディ町やバ

町など多くの地域が浸水し、11 人の死者が出るなど既往最大規模の洪水被害をもたらした。（被害

総額：112 百万フィジードル（日本円約 50 億円））フィジー国は国家防災計画のもと、国家災害管

理局（以下、NDMO という）を中心に、気象局、水公社と協力しつつ、気象観測データをもとに

した避難警報発令及び 24 時間体制での災害時緊急対応を実施している。しかしながら、気象局、

水公社は気象・水文観測及び洪水流出解析等の基礎的能力は有しているものの、特定の地域・河川

に応じた洪水予測はできていない。また、災害時には中央政府内に DISMAC（Disaster Management 
Council）が、県（Province）及び地区（District）事務所に EOC（Emergency Operation Center）がそ

れぞれ設置され、NDMO が各関係機関の調整に当たるが、各機関の対応マニュアルの配備や緊急

対応訓練等は行われておらず、災害時における関係機関の連携体制が十分に機能していない。 
ソロモン諸島は、6 つの大きな島と約 1,000 もの小島から構成される島嶼国であり、人口約 53 万

人のうち 9 割以上が沿岸部や河口部に住んでいる。そのため津波、高潮及び洪水等の災害に対して

脆弱であり、特に同国の東半分はサイクロンや洪水被害が顕著となっている。ソロモン諸島では、

1980 年に国家防災計画が策定され、現在、2009 年改訂版が国会の承認待ちである。災害時には国

家災害管理局（以下、NDMO）を中心に警報発令及び緊急対応にあたるが、ラジオ放送網等の情報

通信インフラの未整備、NDMO の人材不足及び関係機関の役割や活動を具体的に規定した対応マ

ニュアル等が未整備なため、住民への災害情報・警報伝達及び災害関係機関の連携等が不十分であ

る。また気象局、水資源局による観測及びデータ解析は、機材・人材共に不足しており、降雨・洪

水予測能力が不十分である。 
コミュニティレベルでは、両国ともに避難路や避難所の未整備及び貧弱な警報伝達手段等のた

め、的確な避難情報を得ることができず、住民が安心して適切なタイミングで避難することが困難

な状況となっている。 
このような状況の下、2010 年 3 月～4 月に詳細計画策定調査が実施され、2010 年 8 月までに R/D

が両国において締結された。 
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1-2 協力内容 
（１）上位目標 

対象地域以外で洪水時に住民が適切に避難できる体制が強化される。 
（２）プロジェクト目標 
対象地域において、NDMO 及び関係機関の能力強化を通じて洪水時に住民が適切に避難できる

体制が構築される。 
（３）成果 

成果 1：洪水発生前に適切な警報が発信され、迅速に住民に伝達される体制が確立する。 
成果 2：NDMO の防災マネジメント能力が向上する。 
成果 3：パイロット事業対象コミュニティの住民の災害対応能力が強化される。 

 
1-3 投入（中間レビュー時点） 
日本側： 

1) 下記分野の専門家 
【フィジー、ソロモン共通】 
・長期専門家（1 名） 
  コミュニティ防災／避難計画・訓練／業務調整 
・短期専門家（6 名（途中交代を含む）） 
  総括（河川防災、防災計画、防災関連組織連携） 
  流出解析（水文、水理） 
  地域防災計画／災害対応シミュレーション 
  早期警報情報伝達システム 

 
2) 本邦研修 
【フィジー、ソロモン共通】 
 ・防災計画 
 ・洪水予警報 
 ・避難訓練・計画 

 
3) 機材供与 
【フィジー、ソロモン共通】 
  自記水位計、自記雨量計、簡易水位計、簡易雨量計、警報装置、等 

 
4) その他活動のための費用 
【フィジー、ソロモン共通】  
ハザードマップ作成費、住民向け防災啓発活動費用（フィジーは 1 年目のみ）、社会調査費用等

 
フィジー・ソロモン側： 
【フィジー、ソロモン共通】 

1) カウンターパート人件費 
2) 専門家作業スペースの提供 
3) 必要データ（GIS 等）提供 
4) プロジェクト事務所の必要経費 
5) C/P の日当、宿泊費 
6) 住民向け防災啓発活動費用（2 年目以降）【フィジーのみ】 
7) その他必要経費 
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２. 評価調査団の概要 
調査者 （1）総括（フィジー）: 佐々木 十一郎 JICA フィジー事務所長 

（1）総括（ソロモン）: 瀧下 良信 JICA ソロモン支所長 
（2）評価企画: 田中 有紀 JICA 地球環境部 防災第一課 
（3）評価分析: 西川 圭輔 新日本有限責任監査法人 シニアコンサルタント 

調査期間 2011 年 10 月 10 日〜10 月 30 日 評価種類：中間レビュー 
３. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 
（１）成果の達成度 
【成果 1：洪水発生前に適切な警報が発信され、迅速に住民に伝達される体制が確立する】 

これまでに水文データ整備に必要な調査が実施され、雨量計や水位計の設置も行われた結果、

水文データ収集の体制が整いつつある。データ収集及び流出解析訓練が今後も着実に行われてい

くことにより、既に構築した洪水予測モデルの精緻化が可能となり、洪水発生前に適切な警報が

発信される基盤が整う。しかし、フィジーでは、雨量計や水位計からのラウトカの水公社へのデ

ータ伝送システムに関して技術的な問題が生じており、プロジェクト関係者間で今後解決策を協

議することが必要であることが確認された。ソロモンでは、遠隔的なデータ伝送自体が困難であ

り、将来的に携帯電話網等が整備された時点で改めて検討することが必要となる。 
 
【成果 2：NDMO の防災マネジメント能力が向上する】 

過去の災害の分析や、専門家とカウンターパートとの間の頻繁な会議の開催により、コミュニ

ティ防災計画及びその計画を実施するためのマニュアルが着実に作成されつつある。併せて、整

備したマニュアルを運用するための能力向上ワークショップも開催された。本事業はフィジー、

ソロモン両国で実施されており、両国の関係者による国際ワークショップが 2011 年 9 月にフィ

ジーにて開催されたほか、他ドナーとの情報共有ワークショップも 2011 年 12 月に両国で開催さ

れることとなっている。 
 
【成果 3：パイロット事業対象コミュニティの住民の災害対応能力が強化される】 

パイロット事業対象コミュニティ（フィジー2 村、ソロモン 1 村）が選定され、社会調査（ベ

ースライン調査）が実施された。また、洪水への備えをテーマとしたコミュニティ・ワークショ

ップも開催された。第 2 年次には、全ての対象コミュニティに簡易雨量計及び簡易水位計が設置

され、避難訓練も中間レビュー期間中に初めて実施された。各コミュニティでは避難計画及びハ

ザードマップの案の作成が進んでおり、今後避難訓練を継続的に実施する中で改訂するほか、そ

れらの策定マニュアルも整備し、プロジェクト終了後に対象地域以外にも拡大していくことが見

込まれている。 
 
【プロジェクト目標：対象地域において、NDMO 及び関係機関の能力強化を通じて洪水時に住民

が適切に避難できる体制が構築される】 
本プロジェクトは開始後 1 年が経過したのみであるが、既に多くの活動が行われてきたといえ

る。適切な警報発出のための観測機器の設置が既に行われており、関係者の流出解析能力向上が

継続的に行われてきている。防災計画や災害時緊急対応マニュアルの案の作成に併せて関係者の

能力向上も図られているといえる。また、対象コミュニティにおいても、簡易雨量計・簡易水位

計の設置、避難訓練の実施、ワークショップの開催などが村々の協力的な姿勢の下に進められて

おり、今後も継続的に実施と改善が繰り返されていく予定である。 
したがって、フィジーにおける水文データ伝送システムの不具合以外は目立った課題はなく、

プロジェクトは概ね順調に進捗しているといえる。 
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3-2 評価結果の要約 
（１）妥当性：フィジー、ソロモン両国ともに防災政策が掲げられており、災害リスク管理が非常

に重視されている。また、プロジェクト対象コミュニティは定期的かつ近年に洪水被害に見舞

われた地域にあり、本プロジェクト実施に対するニーズも高い。日本の ODA 政策についても、

2009 年の第 5 回日本・太平洋諸島フォーラム（PIF）首脳会議の場で、災害リスク管理能力向上

への協力が行動計画に盛り込まれるなど、両国の防災政策と十分合致している。したがって、

本プロジェクトの妥当性は高いと判断された。 
 
（２）有効性：「3-1 実績の確認」に記述されている通り、各成果の貢献によりプロジェクト目標

の達成に向けて活動は概ね順調に進んでいる。ただし、フィジーでは水文データの伝送システ

ムの構築に課題を残していることから、中間レビュー時点での有効性は高いとはいえない面が

残されている。今後解決策を見出して改善していくことが期待される。また、プロジェクト関

係者が多く、全員がプロジェクトの全体像を理解しているわけではないことが今後の課題とし

て指摘された。プロジェクト目標はプロジェクト期間終了までに達成する見込みであることが

関係者の共通認識として確認された。NDMO が各関係機関の調整役としてより大きな役割を果

たしていくことが、プロジェクト目標の達成を確実にする重要な要素であると考えられる。 
 
（３）効率性：投入状況や実施プロセスを確認した結果、効率性は高いと判断される。派遣された

専門家の専門性は適切であるものの、2 カ国にまたがるプロジェクトに比して専門家の滞在期

間が限定的であるという意見が挙げられた。プロジェクト開始当初は、乾期のみ活動を行う方

針が掲げられていたが、実際にはプロジェクトの継続性を重視するという観点から、長期専門

家に加え、いずれかの短期専門家が極力常時フィジーもしくはソロモンに滞在するスケジュー

ルに変更されている。これは、現地の事情に応じてプロジェクトチームが柔軟な対応を行った

結果であるといえる。なお、フィジーでは水公社が水文観測機器を常にモニタリングするため

の車両を有していないことが問題点として指摘されているため、予算を確保して状況を改善す

ることが求められる。 
 
（４）インパクト：本プロジェクト開始後わずか 1 年しか経過していないため、上位目標の達成の

有無を判断することは困難であるが、NDMO をはじめとする関係機関やコミュニティによる防

災計画の活発な策定や実施に向けた体制を強化していくことが、プロジェクト終了後の他地域

への展開に必要とされる基盤である。 
本邦研修や国際ワークショップの実施を通じて、フィジーとソロモンの防災関係者が相互の

業務内容や課題に関する情報交換を行い、実務家レベルのネットワークを構築しつつある。ま

た、本邦研修には同一国の複数機関から職員が派遣されたため、同一国内の組織間の交流にも

つながったといえる。これは、防災関係者の一体感を高めるのに有効であったと考えられ、プ

ロジェクト終了後の他コミュニティへの普及の基盤になるといえる。 
 
（５）持続性：政策面では、両国ともに防災計画の見直しを進めており、リスク管理やコミュニテ

ィの重要性はこれまで以上に重視される見込みである。組織面では、両国の NDMO ともに少な

い職員数で業務を遂行しているが、関係機関との協力の下に本プロジェクトの経験を他地域に

効率的に展開できる体制を今後構築していくことが必要である。財政面については、「防災」は

必ずしも国家開発計画の中で最優先化されない課題分野ではあるが、これまでと同水準の予算

は確保される見込みである。技術面においては、本プロジェクトで供与した機材の技術的なメ

ンテナンスは問題ないが、流出解析や防災計画・マニュアル等の作成手順等の実施・改善につ
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いては、プロジェクト終了時まで引き続きプロジェクトチームからの技術指導が重要であると

考えられる。 
 
3-3 効果発現に貢献した理由 
プロジェクトの 3 つの大きな構成要素別にタスクフォースが組織され、それぞれの分野の専門家

が技術的な支援を一貫して行っていることにより、C/P はプロジェクト実施中及びプロジェクト終

了後に期待されている役割を理解できる体制となっている。この枠組みにより、技術移転が効果的

に行われ、C/P の専門性が高まることが期待される。 
 
3-4 問題点および問題を惹起した要因 
タスクフォースの創設自体は効果の発現に貢献する要素と考えられる一方で、C/P が各タスクフ

ォースに細分化されている結果、プロジェクトの全体像を十分把握しているとは言い難い面もある

ため、タスクフォース間の連携をプロジェクトチームが主導し、関係機関の協力関係を強固にする

ことが望ましい。また、両国ともに、他の様々なドナーや NGO が防災分野で協力を行っているが、

中間レビュー時点では必ずしも十分な情報交換や互いの教訓の活用が行われているとはいえなか

った。 
 

3-5 結論 
上記の評価結果から、計画された全ての成果は概ね達成が見込まれており、プロジェクトは観測

機器のデータ伝送（フィジーのみ）以外は概ね順調に目標の達成に向けて進捗してきていると結論

づけることができる。 
 
3-6 提言 
フィジー国、ソロモン国両国共通の課題に対する提言は以下の通り。 

（１） 関係機関間及び他ドナーとのより一層のコミュニケーション強化 
他ドナーや NGO がコミュ二ティ防災活動を実施している中で、本プロジェクトはどのような

位置づけにあるのか、また、各タスクフォースの活動が他の活動にどのように裨益するのかよ

り一層理解した上での活動が望ましい。 
 

（２） 本邦研修参加者の行動計画の着実な実施 
2011 年 9 月に実施された本邦研修では、総合防災コースとして、広く防災分野の知識を身に

つける内容であったが、研修員のアクションプランの内容が抽象的であり、今後の活用方法が

曖昧であった。来年度以降は、プロジェクト実施の中で C/P に必要な知識・技術を分析し、そ

れを強化する目的で本邦研修を実施する必要がある。 
 

（３） 防災計画・避難計画の策定と訓練実施のプロセスからの学習重視 
コミュニティ防災活動は、計画策定と実施、振り返りを繰り返すことで、活動内容を改善し

続ける必要がある。 
 

（４） C/P の異動を考慮した技術移転内容の定着のための体制作り（マニュアルの作成など） 
プロジェクト実施中に C/P が異動することが無いよう申し入れるとともに、今後の人事異動

に備え、人材が入れ替わった後も技術移転内容が定着する体制整備が必要である。 
 

（５） コミュニティ防災活動の普及展開に向けた学校や教会、ラジオ局等との連携 
コミュニティ防災においては、地域社会の主体性が不可欠であるため、学校における防災教
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育の展開、NGO や教会の活用方法、ラジオ局の災害情報の管理能力強化をプロジェクトの出口

戦略の一部として検討し、防災意識の向上に努める必要がある。意識の向上により、コミュニ

ティ防災計画策定、簡易雨量計・簡易水位計の活用の促進、避難訓練の実施を通じた、コミュ

ニティの防災能力のさらなる強化が期待される。また、学校や NGO、教会等は本プロジェクト

の広報にも活用を検討する必要がある。 
 
（６） 広報活動の強化 

大洋州地域のドナー間防災情報共有のネットワークである Pacific Disaster Net にこれまで以

上に本プロジェクトの活動内容や成果について発信し、他ドナー事業との重複を避けるととも

に、相互の理解を深め補完的な関係を強化していくことが望ましいと思われる。 
 
上記以外のフィジー国における提言は以下の通り。 

（１） 本プロジェクトで設置した雨量・水位データの伝送システムの不具合の解決 
（２） バ川下流域の水位計設置予定箇所の土地所有者の了解の早急な取りつけ及び理想的な水位計

設置場所の早期選定 
 

上記以外のソロモン国における提言は以下の通り。 
（１） C/P の適切な配置とプロジェクト終了までのコミットメントの必要性 

 
以 上
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 調査団派遣の目的 

（1） R/D, PDM 等に基づき、活動実績、成果、計画達成度等のプロジェクト進捗状況を確認し、課

題と問題点の整理を行う。 
（2） JICA 事業評価ガイドラインに基づき 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点からプロジェクトが順調に成果発現に向けて実施されているか評価する。評価結果によ

っては、PDM の見直しを行う。 
（3） プロジェクトの残りの協力期間における対応について提言を取りまとめる。 
（4） 上記の評価結果及び提言の内容を取りまとめ、先方実施機関と協議の上、合意形成をし、ミニ

ッツ署名により確認する。 

1-2 調査日程 

2011 年 10 月 10 日（月）から 10 月 30 日（日）まで 
（地震観測網運用プロジェクトの終了時評価と同時期の派遣となっている。） 

詳細は添付資料 1 のとおり。 

1-3 調査団構成 

No. 名前 担当 所属 調査期間 

1 佐々木 十一郎 総括（フィジー） フィジー事務所 所長 10/19～10/21

2 瀧下 良信 総括（ソロモン） ソロモン支所 支所長 10/25～10/27

3 田中 有紀 評価企画 JICA 地球環境部 防災第一課 10/14～11/4 

4 西川 圭輔 評価分析 新日本有限責任監査法人 10/10～10/30
 

1-4 主要面談者 

（1） フィジー国 
機関名 主要面談者 
NDMO Ms. Litiana Bainimarama, Ms. Akisi, Mr. Ropate 

Rakadi 
WAF, Lautoka Mr. Koroi, Mr. Paula 
Western Division Office Mr. Kolinio 
Ba District Office Mr. Alifereti 
FMS Mr. Tuidraki, Mr. Seutaia Jale Hataogo Uluilakeba 
Ministry of Defence Mr. Epeli Tudia 
Ministry of Finance Mr. Mosese Ravasakula 
Ministry of Agriculture Mr. Khin Maung Cho, Principal Engineer  
SPC - Applied Geoscience and 
Technology Division (SOPAC) 

Ms. Litea Biukoto, Ms. Stephanie Zoll 

The World Bank Mr. Michael Bonte-Grapentin 
United Nations Development 
Programme 

Ms. Karen Bernard 
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（2） ソロモン国 

機関名 主要面談者 
NDMO Mr. Loti 
Meteorological Office Mr. David Hiriasia 
Water Resources Division Mr. Charlie Bepapa,  

Mr. Michael Maehaka 
Ministry of Lands, Housing and Survey Mr. Jimmy Ikina 
Ministry of Police, National Security Mr. George Paikai , Mr. Rodney Kuma  

Ministry of Infrastructure & 
Development 

Mr. Moses Virivolomo 

Ministry of Finance Ms. Elizabeth Kausimae 
Guadalcanal Provincial Office – 
Education Department 

Mr. Joshua Leitavua 

United Nations Development 
Programme 

Mr. Caxton Etii 

Guadalcanal Provincial Government Mr. Max Lua 
 

面談記録は添付資料4 のとおり。 

1-5 評価方法と評価 5 項目 

「フィ」国、「ソ」国から評価メンバーを選出してもらい、日本からの調査団と合同で評価を実施

する。合同調整委員会（JCC）にて関係者間で評価結果を共有し、合意を得て、最終的には評価結果

は合同評価報告書にまとめ、「フィ」国、「ソ」国側代表との間で署名・合意する。 

調査事項は以下のとおり。 

（1） プロジェクトの実績（プロジェクト目標、アウトプットの達成度、投入実績等）や実施のプロ

セスを含むプロジェクト情報を整理し、実施状況の把握・分析を行う。 

項目 視点 

実績の検証 ・ 投入は計画どおり実施されたか 
・ アウトプットは計画どおり達成されたか 
・ プロジェクト目標は達成されるか 
・ 上位目標達成の見込みはあるか 

実施のプロセス

の検証 
・ 活動は計画どおりに実施されたか 
・ 技術移転の方法に問題はなかったか 
・ プロジェクトのマネジメント体制 

（モニタリング、プロジェクト内コミュニケーションなど） 
・ 実施機関や C/P ターゲット・グループのプロジェクトに対する認識

は高いか 
・ 適切な C/P が配置されたか 
・ 実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か
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（2） 評価調査に必要な評価設問を検討し、評価 5 項目ごとに具体的な評価設問を設定し、評価デザ

インとして「評価グリッド」を使用し評価を行う。 

項目 視点 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評

価を実施する時点において妥当か、問題や課題の解決策として適切か、相

手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプロー

チは妥当か等）を問う 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に社会等への便益がもたらされているの

か（あるいはもたらされるのか）を問う 

効率性 プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入要素等が有効に活用さ

れているか（あるいはされるか）を問う 

インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効

果をみる。予期していなかった正・負の効果・影響を含む 

持続性 協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（ある

いは持続の見込みがあるか）を問う 
 
（3） 質問票に対する回答、現地調査（プロジェクトサイト視察、関係者へのインタビュー等）を行

い、評価グリッドに基づき、各分野の評価・分析とともにプロジェクトの総合的な評価を行い、

合同評価報告書案を作成する。 
 
（4） プロジェクト合同評価委員会の場において、合同評価結果を報告し合意事項を M/M に取りま

とめ署名する。 

1-6 対象プロジェクトの概要 

大洋州地域は、地理的・地勢的要因により、台風、地震・津波、火山噴火などの自然災害に対して

脆弱で、気候変動に起因すると考えられる海面上昇や異常気象の影響を受け易い環境にある。また、

国土が拡散している国が多く、島内の都市・村落間だけでなく本島と離島群を結ぶ運輸・情報通信体

制が不十分なため、気象・地震・津波等の災害情報が住民まで迅速かつ的確に伝達されず、災害時緊

急援助も行き届きにくいという状況にあるため、コミュニティレベルでの災害対策への関心、ニーズ

が高まっている。 

フィジー国（以下、「フィ」国という）は、300 以上の島からなる面積 18,300k ㎡、人口約 84 万人

の島嶼国であり、毎年のようにサイクロン等に伴う集中豪雨による洪水に見舞われている。特に 2009
年 1 月の豪雨は、フィジー西部地域のナンディ川、バ川、シンガトカ川などの大河川を氾濫させ、ナ

ンディ・タウンやバ・タウンなど多くの地域が浸水し、11 人の死者が出るなど既往最大規模の洪水

被害をもたらした（被害総額：112 百万フィジードル（日本円約 50 億円））。 

「フィ」国は、国家防災計画のもと、国家災害管理局（以下、NDMO という）を中心に、気象局、

水公社と協力しつつ、気象観測データをもとにした避難警報発令及び 24 時間体制での災害時緊急対

応を実施している。しかしながら、気象局・水公社は気象・水文観測及び洪水流出解析等の基礎的能

力は有しているものの、特定の地域・河川に応じた洪水予測はできていない。また、災害時には中央
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政府内に DISMAC（Disaster Management Council）が、県（Provincial）及び地区（District）事務所に

EOC（Emergency Operation Center）がそれぞれ設置され、NDMO が各関係機関の調整にあたるが、各

機関の対応マニュアルの配備や緊急対応訓練等は行われておらず、災害時における関係機関の連携体

制が十分に機能していない。さらにコミュニティでは、避難路や避難所の整備が不十分であり、また

避難情報・警報の内容及び伝達手段の精度・信頼性が低く、住民が安心して適切なタイミングで避難

することが困難な状況となっている。 

ソロモン諸島（以下、「ソ」国という）は、6 つの大きな島と約 1,000 もの小島から構成される島嶼

国であり、人口約 53 万人のうち 9 割以上が沿岸部や河口部に住んでいる。そのため津波、高潮及び

洪水等の災害に対して脆弱であり、特に「ソ」国の東半分はサイクロンや洪水被害が顕著となってい

る。 

「ソ」国では、1980 年に国家防災計画が策定され、現在、2009 年改定版が国会の承認待ちである。

災害時には NDMO を中心に警報発令及び緊急対応にあたるが、ラジオ放送網等の情報通信インフラ

の未整備、NDMO の人材不足及び関係機関の役割や活動を具体的に規定した対応マニュアル等が未

整備なため、住民への災害情報・警報伝達及び災害関係機関の連携等が不十分である。また気象局・

水資源局による観測及びデータ解析は、機材・人材ともに不足しており、降雨・洪水予測能力が不十

分である。さらにコミュニティでは、避難路や避難所の未整備及び貧弱な警報伝達手段等のため、的

確な避難情報を得ることが出来ず、住民が安心して適切なタイミングで避難することが困難な状況と

なっている。 

このような状況の中、「フィ」国および「ソ」国からコミュニティレベルの防災能力強化を目的と

した「大洋州地域コミュニティ防災能力強化プロジェクト」が我が国へ要請され、機構は 2010 年 3
～4 月に詳細計画策定調査を実施し、「フィ」国および「ソ」国政府と本プロジェクトの内容につい

て合意形成を行い、2010 年 8 月までに R/D を締結した。 
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第2章 プロジェクトの実績及び達成度 

2-1 投入実績 

プロジェクトが開始された 2010 年 10 月から中間レビュー時点までの日本側、「フィ」国・「ソ」国

側の投入実績は、以下の通りであった。 

（1） 日本側の投入 
① 専門家の派遣 

中間レビュー時点までに、7 名の専門家が派遣された。1 名は長期専門家（コミュニティ防災

／避難計画／業務調整）、総括を含む 6 名は短期専門家チームであり、短期専門家の 1 名（早期

警報情報伝達）は第 2 年次より別の専門家に交代した。専門家の専門分野と活動人月は下表の

通りである。 

表  2-1 専門家の派遣分野と活動人月（MM） 

専門分野 
MM 

1 年次（実績）

MM 
2 年次（計画） 

総括、河川防災／防災関連組織強化 3.57 4.70 

流出解析 I（水文・水理） 3.33 2.10 

流出解析 II（水文・水理） 1.67 3.20 

早期警報情報伝達 4.63 3.00 

地域防災計画／災害対応シミュレーション 4.40 5.00 

コミュニティ防災／避難計画／業務調整 5.00 12.00 
※早期警報情報伝達については、1 年次は福井哲郎、2 年次は塚田和美が担当している。 

 
② 本邦研修 

2011 年 9 月に、合計 12 名（「フィ」国 6 名、「ソ」国 6 名）の C/P を日本に招聘して、研修

を実施した。 

③ 機材供与 
日本側の機材供与の実績は、約 390 万円で、主な機材は自記式水位計、自記式雨量計、簡易

水位計、簡易雨量計、警報装置、デスクトップ・コンピューター、プリンター、コピー機、拡

声器等である。 

（2） 「フィ」国、「ソ」国側の投入 
① C/P の配置 

本プロジェクト実施のために、「フィ」国、「ソ」国両国においてそれぞれ 3 つのタスクフォ

ース（TF）が組織化されており、それらの TF に、NDMO をはじめ、中央・地方政府の関係者

等が多数（合計約 30 名）参加している。 

② 施設の提供 
C/P 機関である NDMO 内（「フィ」国ではさらにバ地区事務所内にも）にプロジェクトの事
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務所スペースが提供されている。 

③ ローカルコスト負担 
本事業に係る活動に対し、プロジェクト事務所の運営に係る経費、C/P の旅費、日当・宿泊

費等の経費が「フィ」国、「ソ」国側によって負担されている。 

2-2 活動実績 

PDM で計画された活動の進捗状況は添付資料 1 の評価報告書の Annex6 の通りである。活動項目

別の達成率は、専門家による自己評価を、調査団がプロジェクト報告書及び関係者からの聞き取りに

基づいて確認したものである。計画された活動は両国ともに、気象データの収集・共有が若干遅れて

いるものの、全般的にほぼ計画通りに実施されてきており、プロジェクト終了までに順調に進捗する

可能性が高い。 

2-3 成果の達成状況 

中間レビュー実施時点における各成果の達成状況は以下の通りであった。 

成果 1：洪水発生前に適切な警報が発信され、迅速に住民に伝達される体制が確立する。 

【要点】 これまでに水文データ整備に必要な調査が実施され、雨量計や水位計の設置も行われた結

果、水文データ収集の体制が整いつつある。データ収集及び流出解析訓練が今後も着実に行われてい

くことにより、既に構築した洪水予測モデルの精緻化が可能となり、洪水発生前に適切な警報が発信

される基盤が整う。しかし、「フィ」国では、雨量計や水位計からのラウトカの水公社へのデータ伝

送システムに関して技術的な問題が生じており、プロジェクト関係者間で今後解決策を協議すること

が必要であることが確認された。「ソ」国では、遠隔的なデータ伝送自体が困難であり、将来的に携

帯電話網等が整備された時点で改めて検討することが必要となる。 

●指標 1-1: 気象・水文担当局が収集する対象河川流域の水文（雨量・水位）データ量（100%増加） 

プロジェクトが開始されてから 1 年が経過したのみであるため、データ量の増加はまだうかがわれ

ないものの、現在の観測・予測システムの評価、新たな観測地点の選定、自記式雨量計・水位計の設

置、データ収集・保存に関する研修など、様々な活動が実施された。「フィ」国ではデータの伝送に

関して技術的な問題が生じているため、関係者の間で引き続き解決に向けた協議を行っていくことが

必要である。また、「ソ」国では、元々タンボコ川付近に設置された観測機器から遠隔的にデータを

伝送できる通信基盤が整っていないため、将来的に同地域の通信網が改善された時点で、気象局への

データ伝送方法を検討すべきであると思われた。 

なお、第 2 年次には簡易雨量計・水位計がパイロット対象村に設置されたほか、2011 年 9 月の国

際セミナー・ワークショップの際には参加者が実際にこれらの計器を制作するための技術移転が行わ

れた。 

●指標 1-2: 対象地域の洪水予測モデルの有無 

●指標 1-3: 洪水流出解析に係る演習の回数（年 3 回） 

流出解析モデルは過去の洪水発生に関する調査の結果に基づいて構築され、降雨・水位データ収
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集・整理方法、降雨解析法、流出解析法に関して技術移転が図られてきている。「フィ」国では水公

社の水文専門家の数が不十分であるほか、両国ともモデルはまだ初期的なものであるため、既存の職

員に対して、引き続き講義や演習を通じて、流出解析モデルの精度向上や分析能力を高める取り組み

が行われる予定である。 

●指標 1-4: 設定された警報基準の有無 

これまでに、水理解析の基礎データとなる河川測量に関する説明や、水理解析（不等流計算）の基

礎に関する指導が行われている。C/P が河川横断調査や警報基準決定の基礎技術に関する知識を深め、

自ら流出解析モデルが作成できるように演習を行っていくこととなっている。 

なお、「ソ」国では、対象地域における雨量データが存在しないため、代替データとしてホニアラ

観測所の雨量データが用いられている。今後は本プロジェクトにて設置された自記式雨量計のデータ

を用いた、流出解析モデルの精緻化が必要とされる。 

●指標 1-5: 対象地域の住民へ伝達された災害・避難（警報）情報のタイミング、内容、精度に関する住民

の満足度 

災害時の気象・災害情報の発出状況や、そのための通信システムの調査を行うとともに、リアルタ

イム観測データを用いて警戒情報を住民に伝達することの重要性が関係者間で共有された。これらの

活動をふまえ、早期警報情報の伝達に向けて、情報伝達システムや防災関連機関の間の通信体制を精

査して改善計画を策定する予定である。 

なお、プロジェクト開始後 1 年経過したのみであるため、住民の満足度に関する調査は行われてい

ない。 

成果 2：NDMO の防災マネジメント能力が向上する。 

【要点】 過去の災害の分析や、専門家とカウンターパートとの間の頻繁な会議の開催により、コミ

ュニティ防災計画及びその計画を実施するためのマニュアルが着実に作成されつつある。併せて、整

備したマニュアルを運用するための能力向上ワークショップも開催された。本事業は「フィ」国、「ソ」

国両国で実施されており、両国の関係者による国際ワークショップが 2011 年 9 月に「フィ」国にて

開催されたほか、他ドナーとの情報共有ワークショップも 2011 年 12 月に両国で開催されることとな

っている。 

●指標 2-1: 作成された各防災計画の有無 

プロジェクト開始後、専門家と C/P との間で頻繁に協議が行われ、コミュニティ防災計画が策定さ

れつつある。詳しくは、まず過去の災害記録及び最近の災害対応記録を収集・分析し、現行の災害管

理計画との整合性に関して協議が行われた。さらに、コミュニティ防災計画の策定後は国レベル及び

地域レベルの関係者とも協議が行われた。 

NDMO、地域・州、コミュニティの間の通信手段を検討しつつ、対象コミュニティの意見も集約

することが今後予定されている。コミュニティ防災計画案はコミュニティ活動の結果をふまえて順次

改訂されていくこととなっている。 
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●指標 2-2: 作成された各マニュアルの有無 

プロジェクト 1 年目はコミュニティ防災計画の策定と並行してマニュアルの策定作業も実施され

た。マニュアル案は防災計画の策定後に完成する予定である。 

●指標 2-3: 能力向上ワークショップの開催数（年 3 回以上） 

能力向上ワークショップは、計画案が策定された後に開催された。防災計画の策定には、「フィ」

国ではバ地区、「ソ」国ではガダルカナル州の関係者が非常に積極的に関与し、専門家から指導を受

けた。協議は専門家の滞在中は毎週行われ、素案の策定に至っている。今後ワークショップやミーテ

ィングを開催する度に継続的に改訂される予定である。 

なお、「フィ」国では当初は計画に入っていなかった西部地域事務所でも協議・ワークショップが

行われており、専門家の柔軟な対応と地域事務所の協力的な姿勢がうかがわれた。 

●指標 2-4: 整備された各 C/P 機関の災害時緊急対応マニュアルの有無 

指標 2-1 における活動と同様に、過去の災害記録及び最近の災害対応記録を収集・分析し、現行の

災害管理計画との整合性に関して協議が行われた。防災関係者の間の協議では国レベル及び地域レベ

ルにおける災害時緊急対応に焦点が当てられた。緊急対応マニュアルは中間レビュー時点で策定中で

あり、訓練活動の実施に合わせて適宜改訂される予定である。コミュニティ、地域・州、及び中央政

府間の通信手段が十分に確保されることが不可欠である。 

●指標 2-5: シミュレーション訓練参加者の習熟度の向上 

災害シナリオが過去の災害経験に基づいて策定され、プロジェクト関係者に対してシミュレーショ

ン訓練が実施された。実態に即した内容に関するワークショップであったことから、関係機関からの

出席者も多く、好評であったとの回答を参加者から得た。訓練の結果はマニュアルの改訂の際に反映

されていく予定である。 

●指標 2-6: 両国で情報共有するためのワークショップまたはセミナーの開催数（年 2 回） 

●指標 2-7: 他ドナーと情報共有するワークショップまたはセミナーの開催数（年 3 回） 

最初のプロジェクトセミナーは 2011 年 1 月に開催され、プロジェクト関係者及びドナー間で情報

共有がなされた。2 回目のセミナーは国際セミナーであり、「フィ」国と「ソ」国の関係者が集まっ

て、本邦研修の直後の 2011 年 9 月下旬に「フィ」国のナンディで開催された。ここでは、両国間の

経験に関する情報交換がなされたほか、続いて開催されたワークショップの場で簡易雨量計・簡易水

位計も参加者により作成された。次回の国際セミナーは 2012 年 2 月に「ソ」国で開催される予定で

ある。 

セミナー・ワークショップ等で使われた資料等は地域のドナー間の防災協力情報共有ネットワーク

である Pacific Disaster Net にアップロードされたほか、2011 年 12 月にもドナー向けワークショップ

が開催される予定である。10 月時点では、特に「ソ」国で様々なドナーの活動に関する情報共有が

あまりなされていないことが明らかとなっており、ドナー向けワークショップの効果が期待される。 
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成果 3：パイロット事業対象コミュニティの住民の災害対応能力が強化される。 

【要点】 パイロット事業対象コミュニティ（「フィ」国 2 村、「ソ」国 1 村）が選定され、社会調査

（ベースライン調査）が実施された。また、洪水への備えをテーマとしたコミュニティ・ワークショ

ップも開催された。第 2 年次には、全ての対象コミュニティに簡易雨量計及び簡易水位計が設置され、

避難訓練も中間レビュー現地調査期間中に初めて実施された。各コミュニティでは避難計画及びハザ

ードマップの案の作成が進んでおり、今後避難訓練を継続的に実施する中で改訂するほか、それらの

策定マニュアルも整備し、プロジェクト終了後に対象地域以外にも拡大していくことが見込まれてい

る。 

●指標 3-1: 防災啓発（ワークショップ）に参加した対象地域の住民の割合（最終的に 80%以上） 

プロジェクト 1 年目は、対象コミュニティの住民に対してワークショップが開催され、プロジェク

トの目的やベースライン調査の結果が説明された。防災啓発活動計画が今後策定され、それに基づく

啓発活動（ワークショップ）の実施、またその活動から得られた知見・教訓などを反映した防災啓発

活動マニュアル案の作成及び改良がプロジェクト期間中継続的に行われることとなっている。 

●指標 3-2: 避難訓練に参加した対象地域の住民の割合（最終的に 80%以上） 

初めての避難訓練は、避難計画素案が作成された後、中間レビュー現地調査期間中の 2011 年 10
月に「フィ」国及び「ソ」国両国で実施された。避難訓練の結果を基に、避難訓練作成マニュアルも

併せて作成・改訂されていく予定である。 

●指標 3-3: 簡易雨量計、簡易水位計のデータの住民による定期的な記録 

簡易雨量計及び簡易水位計に関する説明会が設置対象村にて開催された後、2011 年 8 月に実際の

観測機器が設置された。今後、雨期に実際に稼働させて、雨量や水位のモニタリングが住民主体で行

われるよう、引き続き指導が行われる。また、雨量・水位モニタリング体制の整備マニュアルも作成

される予定である。 

●指標 3-4: ハザードマップの有無 

対象コミュニティの踏査、住民との協議、コミュニティ防災委員会の組織化などを通じて、災害リ

スクやコミュニティ内の資源が明らかにされており、コミュニティベースのハザードマップが作成さ

れつつある。 

ハザードマップが完成した後、ハザードマップの作成マニュアルも住民の主体的な参加により作成

することが活動計画の一部として予定されている。 

2-4 プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：対象地域において、NDMO 及び関係機関の能力強化を通じて洪水時に住民が適切に避

難できる体制が構築される。 

 
本プロジェクトの全ての専門家及び C/P によると、プロジェクト目標は協力期間の終了までに達成

される見通しとなっている。 
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本プロジェクトは開始後 1 年が経過したのみであるが、既に実際に多くの活動が行われてきたとい

える。適切な警報発出のための観測機器の設置が既に行われており、関係者の流出解析能力向上が継

続的に行われてきている。防災計画や災害時緊急対応マニュアルの案の作成に併せて関係者の能力向

上も図られているといえる。また、対象コミュニティにおいても、簡易雨量計・簡易水位計の設置、

避難訓練の実施、ワークショップの開催などが村々の協力的な姿勢の下に進められており、今後も継

続的に実施と改善が繰り返されていく予定である。 

したがって、「フィ」国における水文データ伝送システムの不具合以外は目立った課題はなく、プ

ロジェクトは概ね順調に進捗しているといえる。ただ、様々な活動が現段階では専門家の主導により

行われてきている側面が強いため、プロジェクトの終了に向けて、徐々に実施機関自身の主導により

各種活動を着実に実施できるように指導していくことがより一層必要である。 

2-5 実施プロセスに係る特記事項 

本プロジェクトにおいては、3 つの大きな構成要素（サブコンポーネント）別にタスクフォースが

組織され、それぞれの分野の専門家が技術的な支援を一貫して行っていることにより、C/P はプロジ

ェクト実施中及びプロジェクト終了後に期待されている役割を理解できる体制となっている。この枠

組みにより、技術移転が効果的に行われ、C/P の専門性が高まることが期待される。 

しかし、タスクフォースの創設自体は効果の発現に貢献する要素と考えられる一方で、C/P が各タ

スクフォースに細分化されている結果、プロジェクトの全体像を十分把握しているとは言い難い面も

あるため、タスクフォース間の連携をプロジェクトチームが主導し、関係機関の協力関係を強固にす

ることが望ましい。また、両国ともに、他の様々なドナーや NGO が防災分野で協力を行っているが、

中間レビュー時点では必ずしも十分な情報交換や互いの教訓の活用が行われているとはいえなかっ

た。 
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第3章 評価 5 項目による評価結果 

3-1 妥当性 

「フィ」国、「ソ」国両国ともに防災政策が掲げられており、災害リスク管理や住民の防災意識の

向上が非常に重視されている。また、「フィ」国では国家災害管理計画、「ソ」国では国家災害評議会

法が改訂中であり、地球規模の気候変動による災害への対応、コミュニティの防災能力の強化がより

一層強く認識されている。また、両国のプロジェクト対象コミュニティは定期的かつ近年（「フィ」

国は 2009 年、「ソ」国は 2009 年及び 2010 年）に洪水被害に見舞われた地域にあり、本プロジェクト

実施に対するニーズも高い。 

日本の ODA 政策についても、2009 年の第 5 回日本・太平洋諸島フォーラム（PIF）首脳会議の場

で、災害リスク管理能力向上への協力が行動計画に盛り込まれるなど、両国の防災政策と十分合致し

ている。また、両国の洪水対策分野に対しては、「フィ」国では UNDP、世界銀行、SOPAC 等、「ソ」

国では AusAID、UNDP、UNOCHA、UNHCR、IOM 等のドナーがプロジェクトを実施してきている

が、対象地域は本プロジェクトとは異なっており、ドナー間の補完性も確保されているといえる。 

以上より、本プロジェクトの妥当性は高いと判断された。 

3-2 有効性 

「2-3 成果の達成状況」に記述されている通り、各成果の達成に向けた活動により本プロジェク

トは目標の達成に向けて概ね順調に進捗している。ただし、「フィ」国では水文データの伝送システ

ムの構築に課題を残していることから、中間レビュー時点での有効性は高いとはいえない面が残され

ている。今後解決策を見出して改善していくことが期待される。また、プロジェクト関係者が多く、

全員がプロジェクトの全体像を理解しているわけではないため、C/P がより高い主体性をもって今後

の活動に取り組んでいくことが課題として指摘された。 

プロジェクト目標はプロジェクト期間終了までに達成する見込みであることが関係者の共通認識

として確認された。NDMO が各関係機関の調整役としてより大きな役割を果たしていくことが、指

標の達成のみならず、プロジェクトが実質的に目指している目標を達成するための重要な要素である

と考えられる。 

3-3 効率性 

投入状況や実施プロセスを確認した結果、プロジェクト開始後 1 年間で多くの活動が行われており、

効率性は全般的に高いと判断される。派遣された専門家については、専門性は適切であるものの、2
カ国にまたがるプロジェクトに比して専門家の滞在期間が限定的であるという意見が専門家自身及

び C/P の双方から挙げられた。プロジェクト開始当初は、短期専門家は基本的に 4 月～9 月の乾期の

み活動を行う方針が掲げられていたが、実際にはプロジェクトの継続性を重視するという観点から、

長期専門家に加え、いずれかの短期専門家が極力常時「フィ」国もしくは「ソ」国に滞在するスケジ

ュールに変更されている。これは、現地の事情に応じてプロジェクトチームが柔軟な対応を行った結

果であるといえる。 
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なお、「フィ」国では水公社が水文観測機器を常にモニタリングするための車両を有していないこ

とが問題点として指摘されているため、予算を確保して状況を改善することが求められる。 

3-4 インパクト 

本プロジェクト開始後わずか 1 年しか経過していないため、現時点で上位目標の達成度を判断する

ことは困難であるが、本プロジェクトにおける活動を通じて NDMO をはじめとする関係機関やコミ

ュニティによる防災計画の活発な策定や実施に向けた体制を強化していくことが、プロジェクト終了

後の他地域への展開に必要とされる基盤である。また、パイロット地域以外への展開を検討する際に

は、予算の確保に加え、国家レベルでコミュニティ防災体制を整備する具体的な施策を講じることが

重要であるため、本プロジェクト内でそのための道筋を描いて行くことが望ましいと思われる。 

本邦研修や国際セミナー・ワークショップの実施を通じて、「フィ」国と「ソ」国の防災関係者が

相互の業務内容や課題に関する情報交換を行い、実務家レベルのネットワークを構築しつつあること

が確認された。また、本邦研修には同一国の複数機関から職員が派遣されたため、同一国内の組織の

職員の間の交流にもつながったといえる。これは、防災関係者の一体感を高めるのに有効であったと

考えられ、プロジェクト終了後の他コミュニティへの普及の基盤になるといえる。 

また、両国では、NDMO により住民の防災意識の向上に関する積極的な取り組みがうかがわれた。

住民意識の向上は、本プロジェクトの目標である「住民が適切に避難できる体制の構築」にとって不

可欠であることから、相乗効果が見込まれる。 

3-5 持続性 

政策面では、両国ともに防災計画の見直しを進めており、災害リスク管理やコミュニティ防災の重

要性はこれまで以上に高まる見込みである。ただし、それらの政策に基づいた施策が予算の裏付けと

共に実施されるかどうかは現時点では不透明であり、着実な実施に向けた防災関係機関の努力が重要

である。 

組織面では、両国の NDMO ともに少ない職員数で業務を遂行しているが、関係機関との協力の下

に、本プロジェクトの経験を他地域に効率的に展開できる体制を今後構築していくことが必要である。

その際には、展開の具体的な地域や時期を想定して計画することが有効であると考えられる。 

財政面については、「防災」は必ずしも国家開発計画の中で最優先化されるとは言えない課題分野

ではあるが、両国ともにこれまでと同水準の予算は確保される見込みであることが確認された。防災

の重要性に関する認識を高め、必要な施策を確実に実施するために必要な予算を確保していくことが

求められる。 

技術面においては、本プロジェクトで供与した機材の技術的なメンテナンスは問題ないが、流出解

析や防災計画・マニュアル等の作成手順等の実施・改善については、プロジェクト終了時まで引き続

きプロジェクトチームからの技術指導を通じた能力向上を図っていくことが重要であると考えられ

る。 
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第4章 結論と提言 

4-1 結論 

上記の評価結果から、計画された全ての成果は概ね達成が見込まれており、プロジェクトは観測機

器のデータ伝送（「フィ」国のみ）以外は概ね順調に目標の達成に向けて進捗してきていると結論づ

けることができる。 

4-2 提言 

【フィジー国における提言】 
 本プロジェクトで設置した雨量・水位データの伝送システムの不具合の解決 
 バ川下流域の水位計設置予定箇所の土地所有者の了解の早急な取りつけ及び理想的な水位

計設置場所の早期選定 
 関係機関間及び他ドナーとのより一層のコミュニケーション強化 
 本邦研修参加者の行動計画の着実な実施 
 防災計画・避難計画の策定と訓練実施のプロセスからの学習重視 
 C/P の異動を考慮した技術移転内容の定着のための体制作り（マニュアルの作成など） 
 防災意識の向上のために政府機関以外の組織との協働 
 コミュニティ防災活動の普及展開に向けた学校や教会、ラジオ局等との連携 
 広報活動の強化 

 
【ソロモン国における提言】 

 関係機関間及び他ドナー等とのより一層のコミュニケーション強化 
 本邦研修参加者の行動計画の着実な実施 
 防災計画・避難計画の策定と訓練実施のプロセスからの学習重視 
 C/P の異動を考慮した技術移転内容の定着のための体制作り（マニュアルの作成など） 
 C/P の適切な配置とプロジェクト終了までのコミットメントの必要性 
 コミュニティ防災活動の普及展開に向けた学校や教会、ラジオ局等との連携 
 広報活動の強化 

 
R/D、PDM 等と照合した結果、3 年間の技術協力プロジェクトのうち、第 1 年次に実施されるべき

社会調査や過去の水文データの整理、パイロットサイトの選定や水位計、雨量計の設置、カウンター

パート研修、パイロットサイトにおける避難訓練等が実施されており、進捗は概ね順調であることが

確認された。 

他方、課題も確認されている。具体的な内容は以下の通り。 

フィジー国における課題 
① 対象河川であるバ川への水位計設置の遅れ 

バ川下流に設置予定の水位計は土地所有者との交渉が出来ておらず、設置が遅れている。ま

た、リアルタイムのデータを伝送することはできないものの、観測データは洪水解析の精度向
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上に寄与することから、現在設置している水位計の更に上流への設置も専門家及びカウンター

パート間で検討している。 

② 観測データの伝送における不具合 
バ川に設置している水位計、雨量計の観測データの伝送は、現在フラッシュネットを利用し

ているが、不具合が発生している。そこで、ボーダフォンのシムカードの利用に変更すること

を検討している。 

③ C/P のプロジェクトに対する理解不足 
自身の所属 TF が果たすべき役割や、他 TF の活動との有機的な繋がり、プロジェクト目標達

成の道筋について、把握せずに活動している C/P が少なくない。 

④ PDM 指標の早期承認 
「フィ」国では PDM 指標が未承認のため、早期承認が必要である。 

⑤ 他ドナー、NGO 等との情報共有および本プロジェクトの認知度の低さ 
他ドナー、NGO 等に本プロジェクトの活動内容が十分に認知されていないことが分かった。

また、多くの他ドナー、NGO 等がコミュニティ防災活動等類似の活動を行っていることから、

情報共有を行い連携や重複の回避を検討する必要がある。 

専門家は勿論のこと、在外事務所へもより一層の他ドナーや NGO 等に対する広報発信をお

願いしたい。 

ソロモン国における課題 
① 国家災害管理局の本プロジェクトに対するコミットメント不足 

「ソ」国国家災害管理局は局長含め 4 人の職員で構成されており、他ドナーのプロジェクト

にもアサインされているため多忙を極めている。そのため、本プロジェクト活動に割ける時間

が限られており、専門家との日程調整に難航することがしばしばであることが分かった。 

更に、「ソ」国政府は、今後気候変動対策プログラムの実施を予定しており、国家災害管理局

は同環境省の下にあることから、本プロジェクトが開始することでますます多忙となり、本プ

ロジェクトへのコミットメントが不足する恐れがある。 

② 国家災害管理局による他ドナー、NGO 等の活動の調整不足 
国家災害管理局が他ドナーや NGO 等の活動の調整をすべきところだが、①記載の理由から

多忙を極めており、各ドナーの活動を把握しきっていないことが分かった。 

③ C/P のプロジェクトに対する理解不足 
自身の所属 TF が果たすべき役割は理解しているが、他 TF の活動との有機的な繋がり、プロ

ジェクト目標達成の道筋について、把握せずに活動している C/P が少なくない。 

④ 他ドナー、NGO 等との情報共有の強化 
金谷専門家による広報発信のため、本プロジェクトの認知度は「フィ」国と比較して高いが、

多くの他ドナー、NGO 等がコミュニティ防災活動等類似の活動を行っており、情報共有が必要

である。特に AUSAID が広域案件として実施している PCIDRR の活動では 140 のコミュニティ
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に対するコミュニティレベルの防災計画が策定されている。本プロジェクトで作成する防災計

画との整合性の確認等、情報共有を行い連携や重複の回避を検討する必要がある。 

大洋州地域のドナー間防災情報共有のネットワークである Pacific Disaster Net にこれまで以

上に本プロジェクトの活動内容や成果について発信し、他ドナー事業との重複を避けるととも

に、相互の理解を深め補完的な関係を強化していくことが望ましい。 

専門家は勿論のこと、在外事務所へもより一層の他ドナーや NGO 等に対する広報発信をお

願いしたい。 

両国共通の課題 
① 本邦研修目的の明確化 

2011 年 9 月に実施された本邦研修では、総合防災コースとして、広く防災分野の知識を身に

つける内容であったが、研修員のアクションプランの内容が抽象的であり、今後の活用方法が

曖昧であった。来年度以降は、プロジェクト実施の中で C/P に必要な知識・技術を分析し、そ

れを強化する目的で本邦研修を実施する必要がある。 

② 専門家チーム内の情報共有不足 
2 国間に跨る広域案件であり、「フィ」国では 4 地点にて活動している。専門家不在期間をな

くすため最低 1 人は専門家を現地に配置しているが、他 TF の活動を他の専門家がフォローす

る際に、専門家の指示内容や進捗状況等の情報共有が不十分であり、フォローが十分に出来て

いない。 

③ 学校の先生・教会の活用 
コミュニティ防災においては、地域社会の主体性が不可欠であるため、学校における防災教

育の展開、NGO や教会の活用方法、ラジオ局の災害情報の管理能力強化をプロジェクトの出口

戦略の一部として検討し、防災意識の向上に努める必要がある。意識の向上により、コミュニ

ティ防災計画策定、簡易雨量計・簡易水位計の活用の促進、避難訓練の実施を通じた、コミュ

ニティの防災能力のさらなる強化が期待される。また、学校や NGO、教会等は本プロジェクト

の広報にも活用を検討する必要がある。 

④ C/P の継続性の確保と行動計画の実行 
プロジェクトの成果の発現及び持続のためには、C/P がプロジェクト期間中に所属機関全体

に対して移転された技術を定着させることが重要である。そのため、実施機関は、C/P が本プ

ロジェクトに関与し続けられるような人事上の配慮をすることが必要である。 

4-3 団長所感 

本プロジェクトは「フィ」国及び「ソ」国の 2 国間に跨る広域案件という特色を有する。両国は大

洋州の中ではメラネシア地域に属する島嶼国であるが、経済・社会の発展度合い、それに伴う政府の

防災体制と地域住民の防災意識には相応の違いが見られる。今回の中間レビューは 3 年間のプロジェ

クトの 1 年目の時点での現状確認となったわけであるが、両国の違いや現場の状況に応じた活動が展

開され、総体としては概ね満足できるレベルで進展していると結論づけられた。 
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本プロジェクトの目標である「対象地域において、国家災害管理局 NDMO 及び関係機関の能力強

化を通じて洪水時に住民が適切に避難できる体制が構築される」は、地方開発省や国家災害管理局に

よる関係技術省庁との調整を踏まえたトップダウンの取り組みと、対象コミュニティの住民の理解と

参加による自発的なボトムアップの取り組みの両方が必要不可欠である。また対象地域の雨量・水位

情報を中央に即時データとして伝えるボトムとトップを繋げるハードとシステムの整備も本プロジ

ェクトの重要な活動内容となっている。 

今回の評価の結果、このトップダウンに関する活動とボトムとトップを繋ぐシステム整備の活動の

進捗に遅延が認められた。前者は国家災害管理局のコア人材の人事異動に伴う主体性の弱さやプロジ

ェクト専門家の関与度合いの弱さ（本プロジェクトは「ソ」国と「フィ」国の 2 カ国を対象としてい

ることに加え、「フィ」国においては中央のスバと対象地域バ町の陸路 5 時間の地理的遠隔性という

阻害要因を有する）が影響していると推測された。また後者は、土地収用の問題や民間企業（ボーダ

フォン）と協力したデータ通信上の障害に起因することが分かった。これら課題は合同調整委員会

（JCC）で討議され、それぞれの責任部署が専門家の協力を得ながら対応することとなった。 

さらに、本プロジェクトの特性として、関係機関が多岐に亘ることが上げられる。これは各機関の

主体性と能動性を弱くし、誰かが行動するのを待つ受動的な姿勢を惹起させる要因ともなる。この特

性に対応するためプロジェクトでは 3 つの成果毎にタスクフォースを設置し、活動別に総括表を作成

しモニタリングを実施するという工夫を凝らしている。しかしながら、今回の中間評価の結果、タス

クフォースを認識していないカウンターパートや、情報共有が不足しているタスクフォースの存在が

明らかとなった。また活動別の総括表でも、いつ（When）誰が（Who）何を（What）の情報が明示

できていないものも存在した。このような問題点の要因として、複数の機関の関与に加え、人事異動

によるカウンターパートの交替、タクスフォースや活動毎の代表責任者の不明確さ、が上げられる。

「フィ」国では国家災害管理局 NDMO、フィジー気象局 FMS 及び水文局 WAF といったセクター部

局の横の関係と地方開発省、西部圏事務所 Western Division 及びバ地区事務所 Ba District といった行

政部局の縦の関係の調整メカニズムが必要である。 

「ソ」国でも同様の調整メカニズムが必要だが、関係省庁がホニアラに集中して存在することから、

「フィ」国と比較するとより情報共有がし易い環境であった。他方、限られた人材に対して複数の援

助機関が支援を行っているため、本プロジェクトに対する C/P のコミットメントに課題があった。 

この点からもタスクフォースの確実な責任を持った運営と活動別の総括表によるモニタリング・メ

カニズムの常態化が望まれる。具体策として、プロジェクト専門家チームと検討した結果、専門家お

よび C/P の活動管理表「Monthly Update」の作成および共有、プロジェクトのマスタープランおよび

PDM について C/P へセミナーやワークショップの機会をみて再度説明することで合意した。 

直営の専門家とコンサルタント間のコミュニケーションについては、ともにプロジェクト目標達成

を目指すチームとして、立場の違いを超えたとりまとめが求められる。そのほか、JICA 担当職員も

各専門家の意見を吸い上げ、他方へ伝えるといった配慮が必要であると感じている。 

評価調査結果（添付資料 3）は合同調整委員会 JCC で承認され署名合意されたが、「フィ」国では

時間的制約から、プロジェクトデザインマトリックス（PDM）上で明記すべきプロジェクト目標や

各成果に係る指標について討議し決定するには至らなかった。PDM は、上記で述べたタスクフォー
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スや活動別の総括表で常に共有すべき重要な進捗モニタリングツールであることから、プロジェクト

内で 1 年目のベースライン調査を踏まえ早急にコンセンサスをとり次期の JCC で合意すべき点が確

認された。「ソ」国では、評価調査結果の合同調整委員会 JCC での署名合意後、PDM の指標につい

て討議し、合意された。「フィ」国での次回の JCC 承認を持って、プロジェクト全体での合意とする

予定である。 

また、上位目標達成に向けて、本プロジェクトの実施による効果が対象地域での継続と他地域への

普及のため、プロジェクト終了後もプロジェクト成果をモニタリングできるような体制づくりに意識

的に取り組むことの必要性を感じた。C/P の離職や転勤が発生しても継続的に後任者が効果を維持で

きるよう、組織全体の能力強化及びマニュアル等の整備に取り組む必要がある。 

冒頭で述べたとおり本プロジェクトの期間は 3 年間であり、1 年目終了時に中間レビューを行った

ことは具体的な成果確認には少し早期であったものの、早期課題抽出が出来たことから、今後の活動

内容の見直しを行い、各タスクフォース間の連携を強化しながら、真に両国のコミュニティ防災の普

及展開の一助となることを期待したい。 

最後に 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は世界に大きな衝撃を与えた。大洋州の国々も例外ではな

く、むしろ自然災害に脆弱な島国として、防災対策の重要性が改めてクローズアップされた。2011
年 8 月にオークランドで開催された第 3 回太平洋防災リスク管理プラットフォーム会議（3rd Session 
of the Pacific Platform for Disaster Risk Management）でも、大洋州地域の自然災害に対する脆弱性が増

加しており、国連国際防災戦略（UNISDR: United Nations International Strategy for Disaster Reduction）
が中心になりポスト兵庫行動枠組（Post HFA: Hyogo Framework for Action）を議論することとなった。

このような四囲の認識の高まりもあり、本プロジェクトは「フィ」国及び「ソ」国両国においてその

重要性が認識されると共に、両国では折に触れ、東日本大震災の国難の後においても、JICA による

本案件の協力が実施されていることに対し、深い感謝の意が表された。 
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1. 調査日程表 
2. 中間レビューに関する協議議事録（ミニッツ） 
3. 評価グリッド 
4. 中間レビュー調査主要議事録 





添付資料 1：調査日程表 

A1-1 

日付 曜日 団長 協力企画 評価分析コンサルタント

10月10日 月
CX543 10:35 羽田発
14：25　香港着
CX6901 17:05 香港発

10月11日 火
7：15ナンディ着
FJ015 14:30 ナンディ発　15：00
スバ着

10月12日 水
10月13日 木
10月14日 金 NZ090 18:15 成田発

10月15日 土
9:15 オークランド着
NZ056 10:30 オークランド　12：30ナンディ着

FJ010　10：00　スバ発
10：30　ナンディ着

10月16日 日
10月17日 月

10月18日 火
コミュニティ防災視察／団内協議
18：00　ナンディ発
18：30　スバ着

報告書作成／団内協議
18：00　ナンディ発
18：30　スバ着

10月19日 水
地震観測網運用プロジェクト簡易終了時評価
／団内協議

NDMOへのインタビュー／団内協議

10月20日 木
地震観測網運用プロジェクト簡易終了時評価
／団内協議

報告書作成／団内協議

10月21日 金

10月22日 土

10月23日 日

10月24日 月 インタビュー
JICAソロモン事務所表敬
インタビュー

10月25日 火
10月26日 水 団内協議
10月27日 木
10月28日 金
10月29日 土 地震観測網運用プロジェクト簡易終了時評価 香港経由　成田着
10月30日 日

-

JCC 中間レビューMM署名
ソロモン大使館報告　IE708 14:10 ホニアラ発　18：10　ナンディ着

-

調査日程表

-

-

団内協議

中間レビューJCC　MM署名

警察省、インフラ省、財務省、AUSAID,ガダルカナル州政府教育局
インタビュー／団内協議

インタビュー

水位計視察／団内協議
インタビュー

FJ004　5：30　スバ発　6：00　ナンディ着
IE709 8:20　ナンディ発　10：20　ホニアラ着
インタビュー(山崎専門家、JOCV大庭さん)
コミュニティ防災活動の視察／報告書作成
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添付資料 3:評価グリッド

評
価

グ
リ

ッ
ド

：
 

「
大

洋
州

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

防
災

能
力

強
化

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
フ

ィ
ジ

ー
・
ソ

ロ
モ

ン
諸

島
）
」
 

中
間

レ
ビ

ュ
ー

用
 

評
価

項
目

 

評
価

設
問

 
判

断
基

準
・
方

法
 

情
報

源
 

調
査

方
法

 
大

項
目

 
小

項
目

 

実   績  

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
の

達
成

度
：
「
洪

水
発

生
前

に
適

切

な
警

報
が

発
信

さ
れ

、
迅

速
に

住
民

に
伝

達
さ

れ
る

体
制

が
確

立
す

る
」
 

気
象

・
水

文
担

当
局

が
収

集
す

る
対

象
河

川
流

域
の

水
文

（
雨

量
・
水

位
）
デ

ー
タ

量
（
1
0
0
%
増

加
）
 

業
務

進
捗

報
告

書
 

資
料

調
査

 

対
象

地
域

の
洪

水
予

測
モ

デ
ル

の
有

無
 

洪
水

流
出

解
析

に
係

る
演

習
の

回
数

（
年

3
回

）
 

設
定

さ
れ

た
警

報
基

準
の

有
無

 

対
象

地
域

の
住

民
へ

伝
達

さ
れ

た
災

害
・
避

難
（
警

報
）
情

報
の

タ
イ

ミ
ン

グ
、

内
容

、
精

度
に

関
す

る
住

民
の

満
足

度
（
5

段
階

評
価

に
よ

る
評

価
4

以
上

が
住

民
の

6
0
%
）
 

業
務

進
捗

報
告

書
、

（
社

会
調

査
結

果
）
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
の

達
成

度
：
「
国

家
災

害
管

理
局

（
N

D
M

O
）
の

防
災

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

能
力

が
向

上
す

る
」
 

作
成

さ
れ

た
各

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

防
災

計
画

の
有

無
 

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ベ
ー

ス
の

防
災

計
画

 

作
成

さ
れ

た
各

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

有
無

 

洪
水

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
作

成
マ

ニ
ュ

ア
ル

 

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

防
災

計
画

策
定

マ
ニ

ュ
ア

ル

洪
水

早
期

警
戒

体
制

構
築

マ
ニ

ュ
ア

ル
 

能
力

向
上

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

開
催

数
（
年

3
回

）
 

業
務

進
捗

報
告

書
 

整
備

さ
れ

た
各

C
/
P

機
関

の
災

害
時

緊
急

対
応

マ
ニ

ュ
ア

ル
 

緊
急

対
応

マ
ニ

ュ
ア

ル
 

訓
練

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

参
加

者
の

習
熟

度
が

向
上

す
る

 

業
務

進
捗

報
告

書
 

フ
ィ

ジ
ー

・
ソ

ロ
モ

ン
両

国
で

情
報

共
有

す
る

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

開
催

数
（
年

2
回

）
 

他
ド

ナ
ー

と
情

報
共

有
す

る
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
回

数
（
年

2
回

）
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

3
の

達
成

度
：
「
パ

イ
ロ

ッ
ト

事
業

対
象

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
住

民
の

災
害

対
応

能
力

が
強

化
さ

れ
る

」
 

防
災

啓
発

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

参
加

し
た

対
象

地
域

の
住

民
の

割
合

（
年

間
全

体
の

8
0
%
）
 

避
難

訓
練

に
参

加
し

た
対

象
地

域
の

住
民

の
人

数
（
年

間
全

体
の

3
0
%
）
 

簡
易

型
雨

量
計

、
水

位
計

の
デ

ー
タ

が
住

民
に

よ
り

定
期

的
に

記
録

さ
れ

る
 

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
の

有
無

 
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

 

投
入

実
績

 

専
門

家
派

遣
 

各
分

野
、

人
数

、
派

遣
期

間
（
長

期
／

短
期

）
、

投
入

時
期

 

業
務

進
捗

報
告

書
、

投
入

実
績

表
等

 
資

料
調

査
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

本
邦

研
修

 
各

分
野

、
人

数
、

研
修

期
間

、
投

入
時

期
 

機
材

供
与

 
投

入
機

材
の

種
類

と
数

量
、

投
入

目
的

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
管

理
・
支

援
体

制
 

運
営

管
理

・
実

施
体

制
の

状
況

 

現
地

活
動

費
 

活
動

予
算

額
と

支
出

内
容

 

フ
ィ

ジ
ー

・
ソ

ロ
モ

ン
側

投
入

 
C

/
P

配
置

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

と
そ

の
他

必
要

な
設

備
、

必
要

デ
ー

タ
の

提
供

等
 

投
入

は
計

画
通

り
で

あ
っ

た
か

 
投

入
計

画
、

投
入

実
績

 

実 施 プ ロ セ ス 

活
動

の
進

捗
状

況
 

活
動

は
計

画
ど

お
り

実
施

さ
れ

て
い

る
か

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

実
績

 
業

務
進

捗
報

告
書

、
専

門
家

 

資
料

調
査

、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
 

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

は
適

切
で

あ
っ

た
か

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

仕
組

み
、

意
思

決
定

過
程

、
J
IC

A
本

部
・
在

外
事

務
所

の
機

能
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

仕
組

み
等

）
の

問
題

の
有

無
 

業
務

進
捗

報
告

書
、

専
門

家
、

C
/
P

、

J
IC

A
 

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
 

C
/
P

の
配

置
は

適
正

か
 

C
/
P

の
配

置
の

適
切

さ
、

十
分

さ
 

業
務

進
捗

報
告

書
、

専
門

家
、

C
/
P

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
へ

の
参

加
は

十
分

か
 

C
/
P

に
よ

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
関

与
お

よ
び

専
門

家
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
十

分
さ

 

実
施

機
関

や
C

/
P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識

は
高

い
か

 
実

施
機

関
や

C
/
P

が
自

分
た

ち
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
あ

る
と

い
う

意
識

で
取

り
組

ん
で

い
る

か
 

専
門

家
、

C
/
P

 

技
術

移
転

 
専

門
家

か
ら

の
技

術
移

転
に

際
し

て
問

題
・
懸

念
は

生
じ

て
い

な
い

か
 

技
術

移
転

の
プ

ロ
セ

ス
・
内

容
、

専
門

家
と

C
/
P

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

そ
の

他
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
過

程
で

生
じ

て
い

る
問

題
は

あ
る

か
。

あ
る

場
合

、
対

応
は

適
切

か
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

係
る

重
要

な
事

項
、

外
部

条
件

の
変

化
の

有
無

、
お

よ
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
与

え
た

変
化

・
影

響
。

そ
れ

に
対

す
る

対
応

状
況

 

業
務

進
捗

報
告

書
、

専
門

家
、

C
/
P
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妥 当 性 

政
策

上
の

優
先

度
 

上
位

目
標

と
フ

ィ
ジ

ー
・
ソ

ロ
モ

ン
の

防
災

関
係

政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

 

フ
ィ

ジ
ー

・
ソ

ロ
モ

ン
の

防
災

政
策

 
政

策
関

連
文

書
、

専
門

家
お

よ
び

C
/
P

 
資

料
調

査
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

日
本

の
開

発
援

助
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

 
日

本
の

対
大

洋
州

・
対

フ
ィ

ジ
ー

・
対

ソ
ロ

モ
ン

援
助

方
針

 
対

大
洋

州
援

助
方

針
、

J
IC

A
対

フ
ィ

ジ

ー
、

ソ
ロ

モ
ン

支
援

方
針

 

資
料

調
査

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

ニ
ー

ズ
 

対
象

地
域

・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
 

フ
ィ

ジ
ー

・
ソ

ロ
モ

ン
社

会
に

お
け

る
ニ

ー
ズ

 
政

策
関

連
文

書
、

C
/
P

 
資

料
調

査
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
・
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

域
の

ニ
ー

ズ
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

域
住

民
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

手
段

と
し

て
の

適
切

性
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ア
プ

ロ
ー

チ
は

適
切

か
 

内
容

、
対

象
地

域
選

定
の

効
果

発
現

に
対

す
る

適
切

性
 

業
務

進
捗

報
告

書
、

専
門

家
、

C
/
P

 
資

料
調

査
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

関
連

す
る

他
ド

ナ
ー

・
N

G
O

等
の

事
業

と
の

連
携

は

あ
っ

た
か

、
ど

の
よ

う
な

相
乗

効
果

が
あ

る
か

 

他
ド

ナ
ー

や
N

G
O

等
と

の
連

携
の

有
無

、
補

完
性

 
専

門
家

、
C

/
P

、
他

ド
ナ

ー
／

N
G

O
 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 

日
本

が
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
協

力
す

る
上

で
の

技

術
・
ノ

ウ
ハ

ウ
の

優
位

性
は

あ
っ

た
か

。
 

防
災

分
野

に
お

け
る

日
本
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の
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績
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日
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績
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ロ
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ク
ト
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達
成
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プ
ロ
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ェ

ク
ト

終
了

時
（
2
0
1
3

年
9

月
）
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で
に

、
プ

ロ
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ク
ト

目
標

「
対

象
地

域
に

お
い

て
、

N
D

M
O

及
び
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係
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関

の
能

力
強

化
を

通
じ

て
洪

水
時

に
住
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に

避
難

で
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る
体

制
が

構
築

さ
れ

る
」
の

達

成
が

見
込

ま
れ
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難
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%
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ク
ト

目
標

の
達

成
を
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を
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ア
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P
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ア
ウ

ト
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動

・
投

入
実

績
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況
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グ
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、
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グ

）
 

本
邦

研
修

（
人

数
、

分
野

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）
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さ
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ア
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入
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ク
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ク
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イ ン パ ク ト 

上
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目
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れ
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ク
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。
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。
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中間レビュー調査主要議事録 

 

（1）フィジー（10 月 12 日～19 日） 

 

訪問先 National Disaster Management Office 

面談相手 Mr. Ropate Rakadi 

日  時 10 月 12 日（水）10:40～11:20 

及び 16:10～16:40 

面談場所 NDMO 会議室 

 

【主要情報】 

（フィジーでの活動について） 

・ 本プロジェクトではタスクフォース 3 のメンバーである金谷専門家の指導の下、昨年は主にコミュニティ

のキャパシティアセスメント及び対象地域のハザードマップの作成を行った。また、山崎専門家と共に、

様々な政府・ドナー関係者に対する聞き取り調査も行った。 

・ 本プロジェクトでは Ba の District Officer が主導する形（Integrated Rural Approach）で進められており、

関係省庁がそれに対して関与している。国家レベルではタスクフォース別ではなく、また他ドナーもオブ

ザーバーとして参加する JCC が設けられている。 

・ 「災害対策」というコンセプトが他の省庁では十分に理解されておらず、彼らの施策の中に取り入れられ

ていないと感じている。政府職員の Awareness を高めるために、NDMO では IDA/EOC,や IDM というコ

ースを開講している。 

・ 本プロジェクトを実施することによる利点は、多くの政府職員が災害管理に対する理解を深める機会と

なっていること、お互いの立場を把握することなどができつつあることである。 

・ 一方、目標達成のための障害としては、プロジェクトの実施（現場出張）に要する費用が不足しているこ

と、スバから遠いため多くの時間を要することが挙げられる。 

・ Ba を選定したことは、2009 年の洪水や当該地域が砂糖産業にとって重要であることなどから、適切で

あったと思う。バ川は急峻なため、鉄砲水は頻繁に発生する。 

・ 関連プロジェクトとしては、農業省は Global Environment Facility（GEF）の支援の下、ナンディで統合水

資源管理のプロジェクトを実施している。NDMO も本事業に関与している。 

 
（本邦研修について） 

・ 日本人が一般的に非常に規律正しく、警報が発令されるとしっかり聞いてそれに従うということに感動し

た。 

・ 本プロジェクトで、パイロット対象となっている 2 つの村のみならず、バ川沿いの他の全ての村々も関与

させたい。 

・ 避難訓練は非常に大事である。計画を文書化するのみならず、確実に訓練を行うことで体制を整備す

ることが重要。 

・ 日本の法律では、各省庁の責任を明確に定義しており、フィジーとの違いを感じた。 

・ 今回の研修では比較的都市部の人々を見る機会はあったが、農村部の人々との関わりがより多く持て

るとよい。フィジーの洪水対策では農村部のコミュニティが大きな割合を占めており、コミュニティとどう

関わっていくべきかという点で得られるものが多いのではないかと思っている。 
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・ 日本では人々の災害に対する認識も準備意識も高かった。現在フィジーでDisaster Awareness Weekが

設けられていて今週がその週であるが、日本をモデルとしてこのような取り組みを実施していきたい。 
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訪問先 Ministry of Finance 

面談相手 Mr. Mosese Ravasakula 

日  時 10 月 13 日（木）8:30～9:20 面談場所 財務省内会議室 

 

【主要情報】 

・ 防災予算は事業支出や機器購入等に充てられる資本支出以外に、最も大きな割合を占める災害復旧

予算（Disaster Rehabilitation Fund: DRF）がある。 

・ NDMO の 2010 年の事業予算は約 60 万ドル。これには職員の給与も含まれている。これ以外に通信機

器の購入に 40 万ドル、DRF に 100 万ドルが充てられた。 

・ 過去 10 年で 3,190 万ドルが防災分野に投じられている（DRF を含む）。DRF は首相府（Prime Minister’s 

Office）が管理しており、災害の際にここから資金が拠出される。毎年財務省から拠出される予算額は

発表されるものの、現在の DRF の残高は首相府のみが把握しており、公表されない（財務省ですら正

式にリクエストしないと金額を把握できない）。 

・ 今後の予算の見通しについては、徐々に増えていくと見込まれるものの、他の政策課題との兼ね合い

もあり、インフレ率よりも大幅に高い率で増加するとは考えられない。（過去 10 年の平均インフレ率は概

ね 3%） 

・ 財務省は本プロジェクトや防災政策一般に直接的には関与しておらず、資金提供をする立場から動向

を把握しておく必要があるという立場である。 

・ 災害管理というと通常は災害復興がイメージされるが、Preparedness に対しての意識は一般的に低い。

NDMO の課題はこれをどのように変えていくかにあると思う。 

・ Disaster Awareness Week は長年続いている取り組みであり、NDMO は避難活動等を紹介している。し

かし、学校でもどこでも避難訓練は行われていない。 

・ プロジェクトの実施により、対象コミュニティの Awareness は高まったこと、近年大きな被害を受けた地

域で実施されたことが評価できると思う。将来的にもこのような視点でさらに展開し続けられるかが課題

であろう。 

・ 防災は政府機関の中で必ずしも最優先課題として位置づけられているわけではないという印象を持っ

ているが、政策との整合性は十分高い。 

・ フィジーの担当者やコミュニティにとって、専門家による指導は大きな助けとなっており、災害時の復旧

コストの削減にもつながると考えている。 

・ NDMO の職員わずか 12 名と District Officer で今後同様の事業を他地域で実施し続けることには困難

が伴うので、他ドナーや政府がさらにこのようなプロジェクトを推し進めていくよう促していければよいと

思っている。NDMO の職員は Suva のみならず、Divisional Office（Western, Northern, Eastern, and 

Central）にも配置できるようになることが望ましい。 
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訪問先 Fiji Meteorological Service (FMS) 

面談相手 Mr. Seutaia Jale Hataogo Uluilakeba, Regional Branch Manager 

日  時 10 月 13 日（木）12:00～12:50 面談場所 FMS（スバ）執務室 

 

【主要情報】 

・ 気象に関するデータの収集・伝送ネットワークを担当しており、本プロジェクトでは関連する会合等に

FMS の職員も深く関わっている。 

・ NDMO は各省庁間の調整のためにより多くの人員と能力を強化することが必要である。本プロジェクト

の実施に必要な経費は捻出できているようだが、予算も全般的に不足している印象。 

・ NDMO は技術的な専門性に欠けているので、ドナーや他機関からの技術指導が必要と感じることがあ

る。また、スバにいるだけでなく、なるべく村々や学校などと関わりを持つことが重要。 

・ 財政的な（予算の）見通しについては、政策的な要素もあり不確実性が高い。 

・ FMS も気象データの改善に取り組まなければならないと感じている。NZ の NIWA から支援を得てきてい

るものの、国内の問題として、技術者が訓練を受けて実力をつけるとその後オーストラリア等に移住す

る傾向がある。そのため、職員の入れ替わりが激しい。 

・ 維持管理能力は、定期検査には問題はなくレーダーの維持はオーストラリアの支援を必要としている。

彼らからは研修も受けるが上述の通り、技術者がその後海外移住することも多い。 

・ ナンディの主要施設以外に、10 の地方観測所を抱えている。一時は手作業により記録を取っていたが

現在は全て自動記録となっている。これから、無人の観測所を含めて全ての箇所に技術者を配置し、

施設・機材の維持管理を担当させる予定である。 

 

・ 本プロジェクトのコンセプトは非常によい。関係者がお互いに協力して作業（interact）するとともに、村

人たちを多く巻き込むようなプロジェクトにしていくことができれば望ましいと思う。 

・ 本事業がフィジーとソロモンをカバーするという点では、外部の同じ世界の人の意見や考え方に触れる

のはいい刺激になる。データのやり取りにも害はなく、作業負荷がなければ実施しても良いと思う。 

・ 避難勧告は NDMO が行うことになっているが、NDMO の職員は気象データや水位データ等を専門的に

分析できる能力を高めていかなければならない。 

 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 
 

A4-5 

訪問先 Ministry of Defence 

面談相手 Mr. Epeli Tudia 

日  時 10 月 13 日（木）13:45～14:30 面談場所 防衛省内会議室 

 

【主要情報】 

・ フィジーには現在災害時の行動を規定した National Response Strategy が存在し、現在審議中。近々

National Response Policy になる予定である。 

・ 防衛省は災害発生時に DISMAC と連携して救助・復旧活動に当たっている。自然災害のみならず、タン

カーからの油の流出事故が発生した場合も防衛省が対応する。 

・ 自然災害発生時に NDMO は権限を与えられ、防衛省に活動を要請する流れになっている。なお、

NDMO は 2 年前まで現在の防衛省の一部であった。 

・ 国家災害管理法（NDMA）は現在改訂作業が進んでいる。これには関係省庁全てが出席しており、

NDMO の調整が必要である。 

・ 防衛省は、災害時に活動を行う組織であり、国家レベルの計画策定に貢献している。 

・ 雨量計ワークショップに参加したが、非常に良い取り組みであり、対象の村人もプロジェクトの一部であ

ることにワクワクしていた。コミュニティに焦点が当たっていることはこのプロジェクトの特徴であり、政府

がなかなか取り組めない部分をカバーしていると思う。 

・ NDMO の抱える問題としては、人数不足、予算不足。今後の予算を増額できるかについては予期でき

ない側面があり、政治的な動きとの関連が大きい。 

 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 

A4-6 

訪問先 The World Bank 

面談相手 Mr. Michael Bonte-Grapentin, Disaster Risk Reduction Specialist 

日  時 10 月 13 日（木）15:45～16:30 面談場所 NDMO 会議室 

 

【主要情報】 

・ NDMO の人数は少ないと言われるが、他の太平洋島嶼国と比べると恵まれている。フィジーではさらに

訓練を受けた District Officer が各地域の防災活動も NDMO との連携の下に担っている。災害の危険

性軽減は、住民の備えのみならず、都市・コミュニティ計画とも大きな関係がある。 

・ 2006 年に EU の資金を用いて SOPAC は Navua で洪水警報システムに関するプロジェクトを実施した。

今回の JICA プロジェクトと比べると、より国家レベルの動きに焦点が当たっていたものであり、多くの困

難に直面した。 

・ JICA の本プロジェクトはコミュニティを対象としたものであり、より効果的であると思う。国家レベルでは

関連機関の調整が非常に困難である。 

・ 技術的には WAF の水文組織の体制が弱い（フィジーもソロモンも）。強化のために色々と政府にかけ合

ってきたが無駄であった。なお、水文部門は以前は公共事業省の一部であった。（ソロモン諸島では、

以前は 50 の水文観測所があったが、2000 年代に激減し、現在は 1 つも残っていない。今は水文局は

車両も有していない） 

・ プロジェクトを円滑に進めていくには気象局の能力を向上させることが効果的な方策であると思うが、現

在の Director は気象局の中心業務（データ整備）にのみ関心が強いようであり、応用に積極的ではな

い。 

・ 両国の水文関係者にとって、洪水警報の発出というのは比較的新しい考えであり、そのためのキャパ

シティは低く訓練も受けていない職員が多い。また、データについても記録は 30 年分あるが総合性や

正確さが不十分である。 

・ 先述の通り、この手のプロジェクトは国家レベルでは長続きしない。地方レベルで取り組みを進めていく

ことが成功のカギである。本プロジェクトは西部地域で行われているが、現在の Western Division の

Commissioner は元々NDMO の局長であり、非常に協力的である。そのような地方関係機関の強いコミ

ットメントが重要。 

・ なお、ソロモンでは NDMO と関連機関の調整がうまく機能しておりオーナーシップも高い。近々、WB と

GEF による 300 万米ドル規模の災害管理プロジェクトが開始する予定（Japan Fund 拠出）であり、JICA

のコミュニティ防災アプローチが大きな参考になっている。 

・ 技術協力プロジェクトの実施に際しては、C/P は数年単位で代わっていくものという認識で進める必要

がある。 

・ フィジーの過去 30 年間の災害による被害を分析したところ、平均的に毎年 2,200 万フィジードルの損害

と約 10 名の人命喪失が洪水により発生していることが明らかとなった。フィジーのような島嶼国にとって

は非常に大きな被害といえる。 

・ 本プロジェクトはあと 2 年続くとのことであるが、プロジェクト終了後何も継続されないということがないよ

うに、早目に出口戦略（Exit Strategy）を策定して、実施への道筋をつけていくことが大切である。大洋

州の島嶼国では一朝一夕には何も変わらない。 

 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 
 

A4-7 

訪問先 United Nations Development Programme 

面談相手 Ms. Karen Bernard, Programme Specialist, Disaster Risk Reduction & Recovery 

日  時 10 月 14 日（金）8:00～8:30 面談場所 UNDP 内会議室 

 

【主要情報】 

・ UNDP が環境省と共に JICA と同じ Ba で実施しているプロジェクトも同様に早期警戒システムの構築を

狙ったものであるが、JICA プロジェクトのように頻繁に訪問して指導するような包括的なものではない。

ただ、JICA の方式はプロジェクト終了後にどのように続けていくかという点で課題があると思っている。 

・ JICA は非常に良いプロジェクトを実施しているため、その終了後も定期的にフォローアップ訪問を行い

全てが問題なく動いているかどうかを確認することが重要である。 

・ 軍事政権下にある現在の政府において、NDMO の局長は元軍人であり、防災に対する知見が深いわ

けではなく、頻繁に入れ替わっている。防災担当部署の人数が 12 人というのは島嶼国の水準で考える

と十分多い。NDMO のキャパシティを測る適切な指標が必要である。 

・ 多くのプロジェクト関係者がいる割にはプロジェクトは円滑に実施されていると思う。プロジェクト自体は

効果のあるものになると思われるため、やはりその後のモニタリングが重要である。そのためには、そ

のような活動を見越した予算の確保が不可欠であろう。 

・ 水文技術者が全般的に不足している。2006～2009 年にナブア川を対象に実施されたプロジェクトの機

材及びある観測地点からの伝送システムが故障しているが、修理されずにそのままとなっている。 

・ SPREP や SOPAC などの地域の国際機関には技術的な専門家が多くいるため、彼らの助けを借りると

いうのも一案である。 

 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 

A4-8 

訪問先 SPC - Applied Geoscience and Technology Division (SOPAC) 

面談相手 Ms. Litea Biukoto, Senior Advisor, Risk Reduction 

Ms. Stephanie Zoll, Adviser, Community-based Disaster Risk Management 

日  時 10 月 14 日（金）10:40～11:30 面談場所 SOPAC 事務所内会議室 

  

【主要情報】 

・ ナンディ川の流域を対象としたプロジェクト（統合水資源管理：IWRM）では、コミュニティ防災の部分につ

いては沿岸管理を主眼として IUCN が活動を行っている。 

・ ナンディのプロジェクトも JICA の Ba でのプロジェクトも、似たような機関が関係者として関わっている。

ナンディのプロジェクトについては、IWRM は GEF の資金提供もあって 2009 年に開始され、洪水警報に

ついては 2011 年に世銀の支援により始まっている。 

・ NDMO は JICA プロジェクトが終わっても、ADRA のような NGO の支援を得ながらコミュニティ防災を継

続していくことは可能である。 

・ 関係省庁は彼ら自身の業務範囲の内容に注力しており、NDMO は水文については重点を置いていな

いため調整能力にも限界が生じてしまう。 

・ 水文関係は水公社（WAF）が担当している分野であるが、こちらも体制が十分でなく、機器の据え付け

から能力向上を図ることが必要であると思う。 

・ なお、昨年 JICA 技プロチームとは水文データの伝送のあり方について情報交換をしたが、印象として

は NDMO 以外の機関ともより緊密な関係の下で働く必要があるのではないだろうか。 

・ フィジーの主要河川流域への対策は Rewa, Nadi, Ba の各河川で行われてきた。ランバサでは未着手な

のでいずれ取り組む必要があるだろう。 

・ 2 週間おきに電子ニュースレターが SOPAC から関係するメンバーに対して発信されており、貴重な情報

共有の場となっている。また、ネットにアクセスできない場合は要求に応じて DVD を送付している。 

・ SOPAC には訓練・キャパシティ向上チームがあり、防災分野の研修も開催している。主なものは

Introduction to Disaster Management、Initial Damage Assessment、Emergency Operation Centres、

Exercise Management である。フィジーやソロモンは独自にこれらの研修を国内で展開しているが、大洋

州の中には SOPAC の直接的な研修支援を必要とする国も多い。 

・ 洪水予測システムに関する JICA の観測機器等が、フィジー国内の他の機器とどれほど整合性がある

か分からない。この点で関係者間での議論と情報共有がより必要であると感じている。 

・ NDMO や他の多くの関係省庁がナンディのプロジェクトにも携わっているため、JICA の Ba のプロジェク

トとの相違点が分かっている。NDMO が徐々に Ba のプロジェクトを自ら実施できるようになることが望ま

しいと思う。 

 

・ なお、来週 SOPAC の年次総会がナンディの Tanoa Hotel で開催されるため、プログラムの中には JICA

調査団にとっても有益なものがあるかもしれないので、時間があれば来てほしい。 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 
 

A4-9 

訪問先 Ministry of Agriculture 

面談相手 Mr. Khin Maung Cho, Principal Engineer (River Engineering), Land and Water Resources 

Management Division 

日  時 10 月 14 日（金）11:40～12:15 面談場所 Khin 氏執務室 

 

【主要情報】 

・ 農業省はナンディ川で実施しているIWRMプロジェクトの調整役である。このプロジェクトでは、自動水位

計を設置する計画を立て、実際に 6 つ購入した。 

・ 災害に対する準備意識の醸成は、NGO を活用して実施することが効果的。 

 

・ 農業省は JICA プロジェクトにはほとんど関与していないが、知る限りでは計画段階で農業省と JICA チ

ームとの間でのコミュニケーションが不足していたからではないかと考えている。農業省はラウトカにも

Ba にも事務所があり、可能であれば本プロジェクトにも関わりを持ちたいと思っている。 

・ ナンディのプロジェクトにも多くの関係省庁が参加しており、Steering Committee が設置されている。ナ

ンディ地域が国にとって重要であるということも参加省庁数の多さに関係していると思う。関係者が多い

と様々な意見が出てきて収集がつかなくなるため、西部地域のコミッショナーはワーキンググループを

設けるべきだと提案している。 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 

A4-10 

訪問先 Fiji Meteorological Service (FMS) 

面談相手 Mr. Tuidraki 

日  時 10 月 14 日（木）15:50～16:40 面談場所 FMS（スバ）執務室 

 

【主要情報】 

・ NDMO は非常に小さな組織であり、職員が少ないこと、専門家集団ではないこと、また気象局がナンデ

ィにあることなどから、効果的な施策の実施ができていないように思う。 

・ ナンディのプロジェクトも関係機関が多く、不必要な議論も良くなされる。気象データに関することは気象

局がイニシアティブをとれば円滑に進むと思うこともある。 

・ FMS は長い期間存在しており、現在ナンディに 50 人、全国で 89 人の職員を抱えている。FMS 自身も多

くのプロジェクトを実施しており、同時に他機関実施の関連事業の会合等にも出席している。かなりのプ

レッシャーはあるが、公共のためという意識をもって取り組んでいる。ただ、そのような公務員は決して

多くない。 

・ 水文部門は水公社内ではなく、FMS の中にあるべき。彼ら自身もそう思っている。なお、水文部門は専

門家不足に悩まされている。 

・ 大部分が NIWA によって調達された気象観測機器の維持管理には技術的な問題はなく、日常的な修理

は滞りなく行われている。 

・ データ伝送には携帯を利用した GPRS というシステムが用いられているが、水文部門がバ川のデータを

受け取ることになっている（FMS ではない）。 

・ 洪水警報は水文部門、サイクロン警報は FMS、津波警報は鉱物資源局、そして避難警報は NDMO が

発出することになっている。 

・ ナンディの IWRM プロジェクトは農業省の土地・水資源局が主導する形で進められている政府のプロジ

ェクトであり、プロジェクトディレクターの Kumar 氏も効率的かつ活動的にこの事業に取り組んでいる。ま

た、ナンディが国家的に重要な地域であり、Kumar 氏自身が予算を持っていることも大きい。 

・ 一方で、援助プロジェクトでは実施機関（JICA プロジェクトの場合は NDMO）が予算権限がなく調整役の

みに徹している。Ba という地域も他の関係機関にとっては重要性が低いというのも取り組みに差が出て

いるかもしれない。 

・ なお、プロジェクトの実施に際しては、JICA 専門家がすぐに入れ替わると効率が落ちるので、期間中は

あまり替わらない方がよい。 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 
 

A4-11 

訪問先 Water Authority of Fiji, Lautoka 

面談相手 Mr. Koroi (Chief, Hydrology Section) / Mr. Paula 

日  時 10 月 17 日（月）8:30～10:00 面談場所 WAF 内会議室 

 

【主要情報】 

・ 観測機器については、遠隔測定装置は Toge に、雨量計は Koro と Nalotawa に、簡易水位計は Nasolo

村、Nawaqarua 村、Votua 村に設置されている。なお、上流の Koro から Ba に水が到着するのに概ね 3

～4 時間を要する。 

・ Ba 橋に水位計を設置する必要性はなく、Navala に設置した方が望ましいと考えている。村人や専門家

もこの方向で合意しているため、近々Navala への設置に変更することになるだろう。 

・ ただ、Navalaは通信用の電波が届かない場所にあるため、専門家がこの問題の解決方法を考えている

ところである。 

・ 水位計ワークショップには気象局、NDMO、WAF、西部地域事務所さらにはソロモン諸島からも参加が

あったが、学校の教員は招待されていなかった。教育担当官は自分たちも洪水対策のワークショップに

参加したかったと WAF に伝えてきている。 

・ 簡易雨量計は各村に設置することが理想的である。雨期以外の季節には取り外しできるタイプであり便

利である。西部地域コミッショナーの承認を得て、パイロット村以外の地域にも普及展開していくつもり

である。しかし、6 本ケーブルがフィジーにはない。ただし、海外から容易に入手できるものでもある。 

・ 日曜日にも現場で話した通りであるが、Toge からのデータ伝送の実現に向けて、現在の Flashnet から

SIM カードへ、Govnet からテレコムなどのネットワークへの変更が必要である。 

・ プロジェクト実施前は、全てのデータは手作業で収集していた。レワ川では長年にわたって自動データ

収集を行ってきた歴史があるが、ナンディ川やバ川では最近のことである。 

・ タスクフォース 1 はバの地区事務所で毎月ミーティングを開催している。（専門家滞在時期のみ） 

・ バ川とナンディ川のプロジェクトの違いは、バ川の方は全ての専門性は日本からのものである一方で、

ナンディ川のプロジェクトは土地・水資源管理局（農業省）の主導の下に GEF からの資金協力で実施し

ているものであるという点である。 

・ 本プロジェクトでは、JICA の流出解析専門家がより長い期間滞在し、これまでの過去データを分析する

のを指導してほしい。それにより、モデリングが精緻化する。また、JICA の研修プログラムに水文分析

があるかどうか知りたい。 

・ 水文分析に関する研修はフィジーには存在しない。オーストラリアやNZに留学して水文学を勉強した学

生は、フィジーに戻って WAF で働くようなことは通常しないため、人材不足が恒常化している。 
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A4-12 

訪問先 Western Division Office 

面談相手 Mr. Kolinio 

日  時 10 月 17 日（月）10:10～11:20 面談場所 WDO 内執務室 

 

・ 本プロジェクトに対しては地域レベルの災害管理計画策定に関与しており、山崎専門家との関わりが深

い。 

・ （山崎専門家がフィジーにいる間は）毎週月曜日 10 時よりこの地域事務所で関係者による協議会を開

いている。多数の機関が関わっているのでその調整役を担っている。 

・ 関係者の反響が良かったのは、図上訓練（Tabletop Exercise）であり、参加者は早期警報、応急、復旧、

復興の 4 つのグループに分かれて、山崎専門家の出すケーススタディに取り組んだ。今年は地域レベ

ル及び地区レベルで図上訓練を 2 回実施している。 

・ 現在国家防災管理法（NDMA）は改訂段階にあり、地域事務所としての立場から改訂に関与している。

特に、初期災害アセスメントに関する訓練をコミュニティリーダーに対して開催したり、コミュニティレベル

の災害委員会を組織したり、効果的な対応を可能にするためにどこにどのような資源があるかを文書

化したりという取り組みを行っている。 

・ その一環として、災害に対する準備（Preparedness）がどれほど整っているかを把握するために、学校

や警察署などの多くの施設を訪問した。 

・ NDMAの改訂では、住民からの（ボトムアップの）アプローチを重視しており、コミュニティのオーナーシッ

プを高めることを狙っている。 

・ 地域事務所としては、現在 Ba 地区で行われている JICA プロジェクトを今後他の地区に展開していきた

いと思っている。 

・ ナンディ川で進行中の統合水資源管理（IWRM）プロジェクトは、Ba プロジェクトを推し進めていくために

参考になるプロジェクトであった。山崎専門家は IWRM 関係者にインタビューを行い、コミュニティの選定

方法などを把握した。 

・ Ba での JICA プロジェクトには、地域事務所も地区事務所も共同で取り組んでいる。一方で、ナンディ川

の IWRM にはナンディ地区事務所のみであり、西部地域事務所は関与していないという違いがある。 

・ （Kolinio 氏は）PDMについては存在を含めて知らなかった。JICA と政府関係者との調整は十分ではなく、

関係者それぞれの役割や責任が明確に定義されていない。プロジェクトチームからは、関係者にプロジ

ェクト全体像を示し、どの役割をそれぞれが担っているかを説明してほしいと思う。 

・ 上位目標やプロジェクト目標が一部の関係者にしっかり理解されないと、プロジェクト実施上の障害とな

りうるので、関係者間のより密接なコミュニケーションが重要であると思う。 

・ 全て日本のやり方を真似するのではなく、研修参加者はフィジーの事情に合わせて応用していくことが

危機管理計画の実施において必要になるのでそのような視点を持たなければならない。 

・ 情報の伝達や啓発に関しては、Ministry of Fijian Affairs (iTauKei)は村々とのつながりが深く、情報の伝

達に長けている。地元のラジオ局も手段の候補のひとつである。全ての村には地域事務所とのコンタク

ト先がいる。また、City Star という地元新聞も活用できるだろう。教会は、最近 Environment Celebration 

Campaign の際に大きな役割を果たした。 
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訪問先 Ba District Office 

面談相手 Mr. Alifereti, District Officer 

Red Cross, Town Council, Fire Service, National Road, Ministry of Health, Ministry of 

Education 各代表者 

日  時 10 月 17 日（月）14:15～15:25 面談場所 Ba 事務所内執務室 

 

・ 赤十字（Red Cross）は、雨期を前に今年は Ba 地区の小学校のほぼ全てを回って災害に対する備え

の重要性を説明した。 

・ 赤十字には 2 名の職員と 8 名のフルタイムのボランティアが働いている。 

・ 避難警報はラジオとテレビで流されるが、水位を見るだけで最適なタイミングを決めるのは難しい。 

・ 消防署（Fire Service）は、主に火災の災害を、予防啓発活動を含めて担当している。また、赤十字や

市役所とも協働して、低地を明らかにして洪水により影響を受けやすい地区のデータを収集している。 

・ 洪水時には水上レスキュー活動も行っており、近年、JICA によりそのための機材が供与されている。 

・ 市役所（Town Council）は洪水時に消防署と共に避難を支援する役割を担っている。通常は、排水シス

テムを管理しており、洪水が迫ってきた際には実動部隊を配備する。 

・ National Road（国道局？）は洪水時に橋の安全性を確認したり、道路からの障害物を撤去したりと、安

全な移動を確保できるようにしている。 

・ 保健省は、食糧や水の安全性の確保、薬や水の供給などを洪水の際に担当している。 

・ 教育省は、学校が避難センターとしての役割を果たすことから、災害時には関係省庁と協調し、通常時

は緊急時の教育施設の対応を明記した政策作りをしている。各学校は災害管理計画を策定することが

求められており、トイレや学校全般の衛生状態も定期的にチェックしている。その他には、健康・安全性

の確保、避難手順も確立しておかなければならない。 

 

・ 多くの機関が本プロジェクトの下に集まっており、サイト訪問やビデオ会議も含めて、計画策定を中心に

取り組んでいる（山崎専門家や金谷専門家と）。 

・ 専門家がいる間は毎週ミーティングを開催し、災害のみならず様々なトピックについて議論を行ってきて

いる。プロジェクト開始前は、災害に関するミーティングが開催されたことはなかったが、今では様々な

情報が関係者の間で共有されるようになった。 

・ プロジェクト終了後に、成果を持続させていけるかどうかについて、徐々に自信を深めつつある。 

・ 学校に対する災害管理・避難計画の策定は、昨年導入され、避難訓練も徐々に行われるようになって

きている。また、消防署も火事に関する避難訓練を学校で実施している。 

 

・ Ba 地区における UNDP の防災プロジェクトはまだ調査段階であると認識している。排水システムの改善

も行う 550 万フィジードル規模のプロジェクトと聞いている。 
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訪問先 国家災害管理局（NDMO） 

面談相手 Ms. Litiana Bainimarama 

日  時 10 月 19 日（水）9:00～9:30 面談場所 NDMO 内執務室 

 

【主要情報】 

・ プロジェクトの専門家チームは短期間の訪問の間に特にコミュニティでしっかり活動していると思う。 

・ 防災計画策定、特に図上訓練や関連機関への助言提供の点で関与しているが、NDMO は各機関を調

整する役割を担っており、管理統制する役割はない。 

・ NDMO は地方開発省の一部局であり、防災に関する連絡体制は NDMO－地域事務所－各地区事務所

の流れとなる。 

・ 先月、日本での研修の機会に恵まれたが、その結果を踏まえて今後取り組んでいきたいことは、住民

全般への教育・啓発活動である。現在は津波に対する準備意識を高めつつスバ半島で避難訓練も実

施しているが、全国的に災害に対する備えを高めていきたい。 

・ 研修ではソロモン諸島からの参加者と一緒に行動したが、情報交換や彼らの活動と自分たちの活動と

の比較という点で有意義であった。 

・ 緊急時の行動計画に関する研修コースで、どのように避難訓練を行っていくのが望ましいかということ

を学ぶことが NDMO にとって必要である。教育省の方針により、昨年来全ての小学校と中等学校にお

いて年 2 回避難訓練を実施することが義務づけられるようになった。赤十字が実施に協力している。 

・ プロジェクト終了後は NGO との連携により、本プロジェクトのモデルを他地区に展開していくことが現実

的であり、協調していくことが必要であると考えている。 
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訪問先 国家災害管理局（NDMO） 

面談相手 Ms. Akisi 

日  時 10 月 19 日（水）9:30～10:00 面談場所 NDMO 内執務室 

 

【主要情報】 

・ 最初は関係者はプロジェクトの概要が分からなかったが、徐々に説明を受けて理解してきた段階である。

その結果、NDMO とその他関係機関との間の結束は強まってきた。 

・ プロジェクトが開始されたことにより、活動資金が提供され、関係機関がコミットする機会も生まれた。災

害管理に対する政策的な優先度は必ずしも高くなく、このようなプロジェクト活動には予算が割り当てら

れてこなかった。その点でも本プロジェクトは意義深いと思う。 

・ 各地区の状況を理解するには時間がかかるものであり、当初は誤解からの障害が生じてしまうこともあ

る。また、多くのプロジェクトでは専門家が教える内容はかなり技術的・専門的なことであり、必ずしも被

援助国の技術レベルに合わないこともある。このプロジェクトはその点で地元の状況により適合して

（adaptable）いると思う。 

・ 多くの関係者にとってこのような形での防災活動は初めてのことであるが、良い経験になっており、それ

なりに良い働きをしていると思う。ただ、担当官はプロジェクト内で自分がどのような役割を果たすべき

か必ずしも正確に認識していないのが実態であり、コミュニケーションの強化が必要である。 

・ 実施上の問題としては、細かなこととなるが、例えば自動雨量計・水位計をフェンスで囲むことが必要で

あり、そのための費用をフィジー側が負担することが求められたが、当初そのような認識はこちら側に

はなく、工面するのが困難であった。もっと早い段階で分かっていれば財務省に対して申請して予算を

確保することが可能であった。 
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（2）ソロモン（10 月 24 日～26 日） 

 

訪問先 National Disaster Management Office (NDMO) 

面談相手 Mr. Loti, Director, NDMO 

日  時 10 月 24 日（月）9:15～10:10 面談場所 NDMO1 階会議室 

 

【主要情報】 

・ ソロモン諸島の災害管理を考える上で、水資源局や気象局も重要な機関となっている。 

・ 1987 年の国家災害マスタープランに基づいて国家災害管理法が 1989 年に策定された。国家災害管理

法は、現在改訂作業に入っている。 

・ 国家災害リスク管理法が 2010 年に内閣により承認されており、災害リスク管理をより重視している。 

・ JICA のプロジェクトは災害管理に関するものである。防災分野では他にも多数のドナーが協力している

が、AusAID は計画部分に携わっている。他には、UNDP、 UNOCHA、 UNHCR、IOM が主要ドナーとし

て位置づけられる。各ドナーの活動は異なっており、重複はない。 

・ コミュニティベースのリスク管理において問題となるのは資金であり、災害自体の軽減は難しい。そのた

めソフト分野の解決策を目指している。JICA のプロジェクトはその流れに沿ったものであり、少しの機材

で可能となる避難体制の構築を目指すものである。簡易雨量計と簡易水位計の導入は非常に良いイニ

シアティブである。当初、地域のコミュニティは、NDMO が説明をするまで JICA プロジェクトの有効性に

関して懐疑的であった。コミュニティレベルで初めてとなる類のプロジェクトであったことも大きな理由の

ひとつである。 

・ 関係者間のコミュニケーションは良好であると思うが、日本側とソロモン側の語学面でのコミュニケーシ

ョンに少々課題を感じることもある。特に、コミュニティに入っていくと、公用語はピジンであるため、コミ

ュニケーションが難しくなることも多い。 

・ 災害リスク管理は、政府が方針を固め、NDMO が基本的な方法を打ち立てている。しかしその効果を持

続させることが必要であり、そのためには、州政府が（少額ながらも予算を持っているので）コミュニティ

防災に関する活動を着実に行うこと、防災に関するコミュニティの関心が維持されること、災害軽減につ

ながる草の根事業が実施されること、Emergency Operation Centre が機能すること等が必要である。 

・ JICA のプロジェクトは、NDMO が必要だと考えている全ての要素が入っているフルパッケージ化された

コミュニティ防災プロジェクトであると思っている。 

・ コミュニティにおける避難方法は、国家全体の方法に結びついていくことが重要である。 

・ 本プロジェクトで策定されつつある防災計画は、AusAID がソロモンの 140 のコミュニティで作成している

テンプレートと合致しておらず、プロジェクトチームには、既存のものとの整合性を確保してもらいたい。 

・ 140 の村におけるリスク管理計画は、AusAID が域内（ソロモン、バヌアツ、トンガ、フィジー）で実施して

いるプロジェクトである。JICA がこれらの村々に簡易雨量計や簡易水位計を設置してくれれば、効果が

さらに高まると思う。 
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訪問先 Meteorological Office 

面談相手 Mr. David Hiriasia, Director 

日  時 10 月 24 日（月）10:15～11:00 面談場所 気象局内執務室 

 

【主要情報】 

・ 気象局の役割は、洪水警報の発出に必要となる情報を水資源局に提供して支援することである。ただ、

気象局が 24 時間運営している一方で、水資源局は必ずしもそのような体制にはなっていない。 

・ ソロモンには津波対策の具体的な計画はあるが、洪水対策については存在しない。 

・ 気象データの衛星システムを用いた伝送については、政府に実現に向けた要請を提出済みである。観

測所と気象局との間の連結方法としては、GPRS が NIWA の支援の下に検討されている。12 月～1 月に

は業者が設置工事を行うと聞いている。 

・ 村落部では携帯電話ネットワークは届かないため、衛星を介したデータ伝送が不可欠である。 

・ 昨年 CLIDE という気象データベースが導入されており、過去のデータとの統合作業が行われている。 

・ 将来的な Real time data による実態の把握のために、Flosys Telemetry Software という NZ（NIWA）の方

式を将来的に導入することを検討している。サモアではすでに導入済みと聞いている。 

 

・ 本プロジェクトについては、福井専門家が抜けてしまったことにより、Metservice として通信に関する専

門的なコミュニケーションが取りづらくなった。 

・ 福井専門家が離れてしまってからは、（気象局に関する部分では）専門家チームは水文の専門家だけ

の構成になってしまっていて、建設的な議論をすることが困難であるため、声が届きにくいと感じている。

気象の専門家が戻ってくることを望んでいる。 

・ 気象局には洪水警報を出す権限はなく、水資源局に助言をしているだけである。気象専門家がいない

中でどのように関わっていくか若干不透明になっている。衛星システムをどのように活用するかで右往

左往しているのがその例であり、今後どの方向に進むのかもわからない。気象専門家がプロジェクト内

に必要であると感じている。 

・ JICA から提案のあった MTSAT を使った場合に、複数の衛星データ伝送システムがソロモン国内に併

存するが、それが良いことがどうか、判断できない。福井専門家はその分野の専門家でもあるため、助

言が必要である。カバーする範囲に違いがなければ良いが…。 

 

・ （こちらがホニアラの観測所と気象局本部との間をケーブルでつないでみてはどうかと打診してみたとこ

ろ）観測所と本部との間は GPRS の接続にする予定だが、ケーブル布設も（考えたことはないが）可能で

あろう。 

 

・ 本プロジェクトへの関わりについては、ミーティングは定期的に実施しており問題はない。気象予測を担

当するスタッフがプロジェクトに関与している。4 名関与しており、会合には順番に出席してきた。ほとん

どのメンバーは今後もここで働き続ける見込みが高いと思う。 

 

・ なお、Hydrology（現在は水資源局に所属）と Meteorology（気象局）は一緒の場所にあった方がよいと思

っている。  
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訪問先 Water Resources Division 

面談相手 Mr. Charlie Bepapa, Director; Mr. Michael Maehaka, Senior Hydrologist 

日  時 10 月 24 日（金）11:10～12:00 面談場所 Director 執務室 

 

【主要情報】 

・ 水資源局は水資源評価、上水供給、水力発電の 3 分野に分かれており、水の利用や洪水管理等につ

いては、データの提供や分析などの点で NDMO と協調している。 

・ 国内全域にわたって計測機器を設置しているが、予算不足のため全ての州に設置できているわけでは

なく、優先度の高いところに留まっている。それらの観測機器設置点には、予算の状況にもよるが、季

節に 1 回訪問してデータを収集している。 

・ 本プロジェクトには 3 名の職員が専門家と深く関わっており、来年からは洪水モニタリング担当職員を採

用する予定である（予算も確保済み）。村々における洪水モニタリングシステムは過去に存在したことが

なく、このプロジェクトが初めての試みである。 

・ プロジェクトは予定通り進捗していると認識しており、専門家からはこれまでにモデリングについて学ん

だ。 

・ 洪水警報は雨量データに基づいて発出するものであり、気象局からのデータを参考にする。 

・ 本プロジェクトの実施により、コミュニティベースの避難計画が策定され、他の村々にも広がっていくとい

う設計は実によいものである。 

・ 山崎専門家の滞在中は毎週のように協議に出席して、計画作りを学んでいるが、不在時にはソロモン

側関係者のみで会合の場を設けることはない。開催するとしたら、NDMO が招集するのが筋であり、わ

れわれ自身も他の流域でどのような展開が可能かを議論すべきであると思う。 

 

・ 住民の防災意識の向上に関しては、政府やNGOによる取り組みが積極的に行われており、ラジオ放送

も行われている。年々良くなってきていると感じている。 

・ NDMO は影響を受けやすい人々に対してプログラムを展開しているものの、川のそばに戻って生活をま

た始める者もおり、被害を再び受けやすい。初等教育の中で災害リスクに対する教育をしていくべきだ

と思う。 

 

・ 自記式雨量計・水位計は、現在は解析用の役割に留まっている。長期的なデータを得るのに有用であ

る。 

・ データ伝送システムが将来的に実現できるかどうかは重要性と予算による。Metservice との意見調整

を行ってから政府に要請する必要がある。 

・ Metservice はあらゆる警報を出す組織である。将来的には Real time データを受けて警報を出せるよう

にしていくことが望ましい。プロジェクトからの提言として出してほしい。 

・ 多くの洪水災害はガダルカナル島で起こっている。道路が通っているところであれば現在の職員で対応

可能であるが、別の島であると予算、時間、職員数の点で難しい面もある。 

・ 職員の技能は経験に基づいていて、なかなか体系的に高度な技能を得るのが難しい。機器も色々な国

から入っており、修理や部品の調達が難しいこともある。 

・ 簡易雨量計と水位計の部品は標準的なものであり、一部を除いてほとんど国内にあり、輸入のものも

簡単にできる。市内のホームセンターにすべての部品を揃えさせることも可能である。 
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・ 両国の水資源局の意見交換については、フィジー側が前回のセミナー・ワークショップでソロモンのやり

方に興味を持っていた。ただ、現実的には情報交換が日常的に行われてきたわけではなく問題も感じ

ている。これは太平洋各地で行われている統合水資源管理も同様である。  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 

A4-20 

訪問先 Ministry of Lands, Housing and Survey 

面談相手 Mr. Jimmy Ikina, Assistant Surveyor General 

日  時 10 月 24 日（月）13:30～14:00 面談場所 Ikina 氏執務室 

 

【主要情報】 

・ 地形図の作成を主に担当している。 

・ ハザードマップ作成については、NDMO に担当者がいて取り組んでいると思うので、こちらとしてもコン

タクトをとって状況を確認しなければならないと思っている。必要なデータがあれば提供する用意はあ

る。 

 

・ 本プロジェクトの実施方法は、ソロモン側との相互作用が多いという特長があり、より多くの人が関わっ

ているといえる。災害は忘れたころにやってくるためいつも何かしなければならない。 

 

・ 測量に関する技能や知識には問題はないが、関連機器が入手しづらい状況が時々あることである。津

波が発生した時に地図を十分にプリントできないことがあった。 

 

  



添付資料 4：中間レビュー調査主要議事録 
 

A4-21 

訪問先 Ministry of Police, National Security 

面談相手 Mr. George Paikai (Director, Emergency Unit) 

Mr. Rodney Kuma (Director) 

日  時 10 月 25 日（火）9:00～9:50 面談場所 警察省内会議スペース 

 

【主要情報】 

・ 災害発生時には治安全般の安定を担当する。警察が初期対応を行い、状況を NDMO に報告し、その

後 NDMO が関係機関に伝達する。 

・ 村での洪水時には治安の問題はまず生じない。 

・ 最近の防災に係る活動としては、あらゆる災害時にどう対応するかという Exercise (Standard Operation 

Procedure)を NDMO と共に行ってきた他、本年 8 月に AusAID の主導する PCIDRR プロジェクト関係者

が色々なコミュニティを訪問する際に同行した。 

・ Fire Service は警察の監督下の組織であり、以前は NDMO の下に位置づけられていた。災害時には救

助を主に担当している。平常時には、衛生的な水を住民に供給する役割を担っている。 

・ ドナーが提供するプロジェクトによって住民の対応が変わるということはあまりない。防災意識は向上し、

警報にも対応するようになった。 

・ 警察はひとつの側面に焦点を当てるが、ドナープロジェクトは他の側面もカバーするので包括性が出

る。 

・ プロジェクトがある村を対象にしていても、周辺の村もプラスの影響を得るものである（Spill-over）。タン

ボコ村での経験は他の村にも共有されていく。村々は個別独立ではなく何らかのつながりがある。 

・ PCIDRR が多くの村をカバーしている中で JICA のプロジェクトはモデルケーススタディとしてひとつの村

に焦点を当てており、双方の間には補完関係が見られる。 

・ 西部地域の津波被害が発生した際に、Save the Children と OXFAM が同様のプロジェクトを同じ場所で

展開していて論争が起きていた。別のケースでは、Fire Service と Red Cross が同じ場所での食糧供給

でもめた経験がある。その経験を踏まえて、2010 年の NDMP で NDMO の調整役割が取り入れられた。 

・ NDMO には 4 名しか職員がいないが、警察・消防は全国にいるため災害対応には大きな役割を果たし

ている。Provincial Disaster Committee の議長は Provincial Commander が務めている。 

・ 気象警報は MetService からまず出るが、災害が発生した場合は警察がまず出動してアセスメントを行

う。警察による情報を頼っているケースがほとんどである。 
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A4-22 

訪問先 Ministry of Infrastructure & Development 

面談相手 Mr. Moses Virivolomo, Permanent Secretary 

日  時 10 月 25 日（火）10:30～11:30 面談場所 次官執務スペース 

 

【主要情報】 

・ インフラ開発省（MID）は、他の地域に本プロジェクトの成果を展開する際に支援することを期待されて

いる。道路の維持管理にコミュニティを活用しており、その経験が生かせると見られているようである。 

・ MID は、土地所有者との交渉など、公共事業において多くの住民対応の経験がある。洪水も公共インフ

ラと大きな関連がある。単なる浸水ではなく、道路等のデータや整備そのものに関して、プロジェクトに

貢献できるというメリットがある。 

・ 長期的には MID は、洪水対策の観点からの橋梁のデザインという点で防災に貢献することが可能であ

る。Level of Adaptation（どの程度の規模で事業を実施するか）を判断することは難しいが、事業実施に

おいて重要な観点である。 
 
・ インフラ整備の際に、機材をその都度移動するのは費用対効果の観点から効率的ではない。最近は、

機材のみではなく地元の人々も活用する方式を取っており、高卒レベルのメンバーをリーダーとしてグ

ループを形成し、それらのグループが入札で競争するという方式を取っている。整備に関わることにより、

所得がコミュニティにもたらされる。 

・ グループの形成に際しては女性もグループに 30～50%入ることが必要とされており、ジェンダーの観点

で変化が生じているともいえる。 

・ 道路は未舗装道路であり、路面状態を維持するのはそのコミュニティの責任である。なお、ソロモンでは

60 のコミュニティにこのような制度が取り入れられており、来年さらに 30 増加する予定である。 
 

・ MID のみが技術的な能力を持っている省であり、災害対応における最高機関のメンバーとして NDMO と

共に機能する。最初は一時的な Connectivity を確保し、Recovery 段階に入った時に重要な役割を果た

している。 

・ 2008 年以降は橋も新しいデザインの下に設計・建設されるようになり、増水時に水面下に沈む道路

（Fort）も解消される予定。ADB のプロジェクト（北野建設が建設） 
 

・ 昨年改訂された National Transport Plan 2011-2030 及び 3 年毎に改訂される行動計画では様々な交通

関連施設の整備が計画されており、災害時にも利用可能なものに整備していく方針である。法の下に

統合基金が設立されており、政府の拠出以外にもドナー（豪州・NZ（検討中））の拠出もある。 
 

・ NDMO は大変な条件下にある。人数も少ない中であらゆるセクターが関わる中で調整をしなければなら

ない。そのため、他の省庁の協力が不可欠であり、MID としても要請に応じて災害時に多くの技術者を

派遣している。難しいことではあるが、NDMO はより多くの職員が必要であると思う。 
 

・ 現在は RAMSI の協力も得られているが、RAMSI 終了が見込まれる中で（実際に徐々に減少している中

で（5 年前と比べて半減））政府はその分増強していかなければならない。ここが大きな課題であると認

識している。 
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A4-23 

訪問先 Ministry of Finance 

面談相手 Ms. Elizabeth Kausimae 

日  時 10 月 25 日（火）13:10～13:45 面談場所 執務スペース 

 

【主要情報】 

・ 警報が出た場合に各省庁から呼ばれる一員として財務省から防災に関わっている。必要資金の提供

に関する役割を担っている。 

・ 本プロジェクト終了後に、効果が持続するかどうかに関心がある。技能があるか、能力開発がなされて

いるか、資金があるか、政治的な意思があるかが大きな要素である。海面上昇など環境が変化する中

で、どの程度優先度が与えられるか、政府のコミットメントが非常に重要である。 

・ 本プロジェクトが他地域に展開できるかどうかは、NDMO の上部組織である環境省とともにこのプロジェ

クトの終了後の活動に対して、ソロモン政府に対して予算要求をどの程度していくつもりかにかかってい

る。 

・ 災害対応に必要な費用は、そのための予算が設けられているわけではなく、偶発保障予算（予備費）か

ら拠出されている。 

・ 国家災害評議会（全ての省の次官により構成）に通常予算があり、NDMO の通常活動にもある程度の

額が割り当てられている。 

・ 財務省は一般予算の担当であり、開発予算は計画省の管轄となっている。 

・ なお、NDMO は内務省所管の組織であったが、環境省の設立に伴い 2010 年度から異動した。 

・ 今後の防災活動の優先度については、環境省の次官に質問するのが一番だと思う。 
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A4-24 

訪問先 Australian Agency for International Development (AusAID) 

面談相手 Ms. 

日  時 10 月 25 日（火）16:00～16:30 面談場所 AusAID 内会議室 

 

【主要情報】 

・ 大洋州地域のコミュニティ防災プロジェクト（PCIDRR）は本年末に終了予定となっている。コミュニティベ

ースのプログラムで村々の対応計画の策定と訓練、図上訓練を行っている。ソロモン諸島クリスチャン

協会の協力の下、ソロモンでは 140 の村をカバーしている。 

・ PCIDRR は広域プロジェクトであり、本年終了後は違った形で来年以降スバを中心に計画されていく。

焦点が防災・気候変動という点には変化はない。 

・ 広域プロジェクトのため詳細情報はスバの事務所で集約されている。そのためソロモンンオフィスでは

直接的な事業運営は行っていない。 

・ これまでに、AusAID と JICA 専門家の間のコミュニケーションはほとんどなかったと言ってよい。 
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A4-25 

訪問先 Guadalcanal Provincial Office – Education Department 

面談相手 Mr. Joshua Leitavua, Chief Education Officer 

日  時 10 月 25 日（火）17:00～17:45 面談場所 教育局内執務室 

 

【主要情報】 

・ Education In Emergency (EIE)という学校向けの防災マネジメントプログラムがあり、部下の者が日本に

研修に行き、非常に有益であったようである。 

・ NDMO と教育省との間にはつながりがあり、教育省からの委託により EIE のタスクフォースメンバーとな

った。 

・ 災害はいつ起こるか分からないし、発生時にどのような行動を取れば良いかも分かっていない。防災意

識を向上させて正式に文書化するということが本プロジェクトの効果であると思う。 

・ 災害対応は、以前は経験に基づいたその場しのぎの対応であったが、現在はデータや通信網も活用し

た避難体制を構築し、正式なプロセスが確立されつつある。これは大きな変化である。 

・ 次のステップとして、各学校にデータ・情報と避難のあり方について周知し、防災教育を展開する必要

があると思っている。 

・ ホニアラ中心部の学校における防災対策はかなり進展したので、ガダルカナル南部にも展開していく段

階に入っている。 

・ NGO も本プロジェクトの関連ミーティング（山崎専門家開催）に出席しており、協働してプロジェクトの実

施に取り組んでいる。NGO の活動はコミュニティの防災教育に焦点が当てられており、データなどの客

観的な指標に基づいているわけではない。本プロジェクトでは、歴史的なデータや情報を網羅的に把握

しようとしており、原因が風よりは雨によるものであることが明らかになっており、その意味で大きな違い

がある。その土地その土地の関係者と共に取り組んでいるところにこのプロジェクトのいいところがある

と感じている。 

 

・ ガダルカナル州全体で防災に取り組めるように GPS を買ってほしいと山崎専門家には伝えている。そ

れにより全ての学校の場所を特定することが可能となる。 

・ 国・州レベルの政策がコミュニティレベルに理解されるかどうかに関しては、依然として課題があり、今

後さらに取り組みを続けていく必要がある。 
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A4-26 

訪問先 United Nations Development Programme 

面談相手 Mr. Caxton Etii, Programme Coordinator 

日  時 10 月 26 日（水）13:00～13:45 面談場所 UNDP 内執務室 

 

【主要情報】 

・ UNDP では、危機防止・復旧を協力の 4 つの柱のひとつとしており、防災はこのポートフォリオに入ってく

るものである。ソロモンでは NDMO を窓口としてプロジェクトを進めている。 

・ 災害復旧として、ホニアラの西で 1 つ（Flash Flood）、西部州の Rendova（津波・地震）でもプロジェクトを

実施している。UNDP の Bureau of Crisis Prevention and Recovery (BCPR)からの 10 万ドルの資金で

Rendova のプロジェクトを実施している。ホニアラ西部のものは AusAID と BCPR との協働出資（38 万ド

ル）で、2010 年に開始された。期間は 1 年の予定であったが、進捗状況が良くなかったので延長された。

人材の不足が大きな原因であった。プロジェクトマネージャーが Rendova の方も担当していたためホニ

アラ西部の方が進まなかった。 

・ これら 2 つのプロジェクトの間の類似性は生計向上をコンポーネントとして入れている部分である。 

・ ホニアラ西部では、コプラ乾燥機が鉄砲水で流された。家も流されたため、構造部分を 53 整備したが、

最後まで完成したのは 3 つだけとなっている。基本の部分だけ作っても最後まで建設が進まないのは、

彼らの経済状況とコミュニティへの援助への依存症に原因があると思っている。援助団体が金銭を与え

続けていることも大きな阻害要因になっている。 

 

・ 災害の発生に早期に対応することが国連には求められている。早期復旧及び復興の中で、全ての関係

者を調整する役割を有している。ソロモンでは NDMO と協働して、災害対応システムを構築する必要が

ある。国家災害評議会は政策や戦略の策定を担い、その下に復旧・復興、災害管理など 4 つの委員会

があるがこれらの政策は紙に書かれているだけのものである。国連の災害対応チームがどのような災

害でも組成され、災害復興や復旧に貢献している。 

・ NDMO には情報があるが、関係者とあまり共有されていないのが実態であるように感じている。 

 

・ UNOCHA は様々な関係者の調整を図る役割を担っており、人道支援の分野で調整に係る問題を解決

する組織である。 
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A4-27 

訪問先 Guadalcanal Provincial Government 

面談相手 Mr. Max Lua, Provincial Engineer 

日  時 10 月 26 日（水）14:00～14:45 面談場所 州政府庁舎内執務室 

 

【主要情報】 

・ 州の公共事業を担当している。計画段階でプロジェクトチームと協議した。その後山崎専門家とつなが

りがあり、このプロジェクトのことはよく知っている。山崎専門家の開催したミーティングにはこれまで 1

度だけ参加した。 

・ プロジェクトにおける役割は、アウトプットの達成に防災意識の向上などの観点で貢献することにあり、

データの提供などを行っている。州政府を代表しており、州政府からNDMOに出向しているHerrick氏に

技術的に貢献している。 

・ 州レベルの災害管理には、州災害評議会があり、Provincial Disaster Coordinator（PDO が事務局を務

める。 

・ ソロモンにおける災害管理は、9の州とホニアラ市から構成されている（州レベル）。州の災害センターを

開設する場合などは、人材不足の問題は改善しなければならないと感じている。 

・ 防災政策を推進する上で問題となるのは、人々の心の中に災害が残りにくく、政策上の優先度が高ま

らない点である。しかし、人口の増加に伴い、より災害の影響を受けやすい場所に人々が住み始めてし

まうという問題も生じているため、重要性はより高まるべきである。 

・ 山崎専門家の不在期間は、ガダルカナル州の PDO が責任を持って必要な協議を進めることとなってお

り、彼の招聘に応じてミーティング等に出席する。不在時の活動は PDO に依っており、プロジェクトの計

画策定部分においても、どのような活動をソロモンの関係機関が定期的に行うかはまだ決まってない。 
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